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【事業概要】 

 日本文理大学における地（知）の拠点整備事業「豊かな心と専門的課題解決力を持つおおいた地域創生人材の育

成」は、本学の建学の精神である「産学一致」に「人間力の育成」「社会・地域貢献」を加えた教育理念に基づき

実績を上げてきた産業界・地域社会を意識した実践活動を主体とした全学での人間力教育をベースとして、地域課

題である少子高齢社会を豊かに乗り切るために必要な豊かな心と専門的課題解決力を兼ね備える「地域創生人材」

育成へ発展させ、これを地域との実践的協働活動により実現する事業である。県内の少子高齢化が深刻である地域

での「体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を可

能とする教育カリキュラム体系への全学的な再編と社会貢献活動との有機的な接続、それに基づく研究プロジェク

ト活動の推進を実現する地（知）の拠点改革を実現し、地域力の向上につなげるものである。 

 

【目的】 

 本事業の全体の目的は、地域課題である少子高齢社会を豊かに乗り切るために必要な豊かな心と専門的課題解決

力を兼ね備える「地域創生人材」を育成することであり、具体的には、以下の通りである。 

Ⅰ．教育 

 大分県内の少子高齢化が深刻であり、本学から 30 分圏内の大分市佐賀関地区及び 1 時間圏内の豊後大野市での

「体験交流活動」＋「課題解決に必要な知識の修得」＋「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を学

修のサイクルとした教育体系に再編、確立する。また、これらの学修サイクルにおいて、学部、学科横断型の教育

カリキュラム体系（副専攻制度）、連携ゼミ活動を可能とする体制を合わせて確立する。さらには、正課外学習活

動も本学における人材育成（ディプロマポリシー）においては重要な役割を果たすことから、大分の豊かな自然を

活用した教育・社会貢献活動である「大分チャレンジアワード」制度を正課外プログラムとして創設する。以上の

取り組みにより、地域を志向した教育カリキュラム体系への全学的な再編を実現し、地域創生人材を輩出する。 

Ⅱ．研究 

 本学の限られた研究資源（人材、研究時間）の中で、地域の課題を効率的かつ実践的に解決でき、地域に直接還

元できる組織づくりを「産学官民連携推進センター」を窓口として完成させる。地域ニーズに対応できるよう大学

が持つシーズをチームプロジェクトとして編成し、必要としている企業・地域とのマッチングを図る。これらの取

組により、研究プロジェクト活動の推進を実現する地（知）の拠点改革を実現し、地域の課題解決につなげる。 

Ⅲ．社会貢献 

 学生の正課活動と正課外活動をリンクさせ、県民と学生の協働学習・協働実践が実現しやすい環境を整え、学生

ボランティア活動がさらに有効なものとなるように発展させる。また、地域貢献活動や公開講座を拡充し、行政と

連携し、「地域創生人材」育成のための「県民参画講座」を開講する。これらの取組により、地域との実践的協働

活動の体制を実現し、地域再生・活性化を推進する。 

Ⅳ．全体 

 以上の取組を統括し、学長のリーダーシップのもと、教育改革・改善の調整・推進にあたる学長室を有効に機能

させる。学内の全学部・学科及びセンター・部局の連携を促進、調整するほか、「自治体」「地域住民」「地域企

業」「関係財団・NPO」等のステークホルダーとの横の連携を強化し、本事業目的を実現するためのそれぞれの強

みを活かした「実践的協働学習体制」を構築し、地域を志向した教育カリキュラム体系への全学的な再編と社会貢

献活動との有機的な接続、それに基づく研究プロジェクト活動の推進を実現する地（知）の拠点改革、ガバナンス

改革を実現する。 



【平成2９年度事業計画】 

I. 教育 
① 4～3月 正課教育における「体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホルダ

ーとの協働による課題解決型学修」の学修サイクルの取り組みを実施し、学修サイクル
体系の拡充化 

② 4～3月 大分をフィールドとした正課外活動の場の増加を図り、「大分チャレンジアワード」を
運用 

  （大分市佐賀関地区周辺での活動：①②共通） 
  ・学生地域活動拠点の運営（2箇所、関地区および木佐上地区） 
  ・以下の前年度までの教育活動の内容を見直し、活動を改善、充実化 
  ・1 次産業体験活動（農業漁業）、海岸等の環境保全活動、防犯ボランティア活動、

NPOの経営支援の実施 
  ・学生と地域の意見交換の場である「さがのせきローカルデザイン会議」の定期的な

実施 
  ・地域コミュニティの活性化活動（福祉活動、地域づくり活動、商店街活動） 
  ・課題解決型学修による地域支援ものづくりの実施及び成果の還元活動 
  ・高齢者向け学生 IT 講習会の実施 
  ・総合型地域スポーツクラブの支援活動の実施 
  ・課題解決型学修による 6次化活動 
  （豊後大野市での活動：①②共通） 
  ・学生ツーリズム等のための学生地域活動拠点の運営 
  ・以下の前年度までの教育活動の内容を見直し、活動を改善、充実化 
  ・1 次産業体験活動（農林業）、集落・地域におけるコミュニティ維持活動 
  ・地域でのサービスラーニング体験活動（観光・コミュニティビジネス・福祉支援等） 
  ・課題解決型学修による地域支援ものづくり、コミュニティビジネスの実施及び成果

の還元活動 
  ・課題解決型学修による集落コミュニティ活性化活動 
  ・エコパーク等学生ガイドの育成及び課題解決型学修によるエコパーク構想の取り組

み実施 
II. 研究 地域志向プロジェクト研究の学内公募、採択 
③ 4～5月  地域志向プロジェクト研究の学内公募、採択 
④ 5～3月  地域志向プロジェクト研究の実施 
III. 社会貢献 地域創生リーダー制度のシステム（履修証明制度）の整備、試験運用 
⑤ 4～3月    地域人・社会人向けの地域創生リーダー養成制度のシステム（履修証明制度）の試験運用を

実施 
⑥ 6～2月 エコパーク、外来生物除去等に関連した地域住民の知識を深めるワークショップ講座、ツア

ーの実施 
⑦ 6～2月 事業協働機関と連携して、実践を伴う地域人・企業向け地域創生人材講座の実施 
⑧ 6～3月 地元企業の大分ＣＳＲプログラムとして、大学・学生と企業が協働した地域の子ども向け講

座の企画、実施（大分のニーズに合ったＣＳＲの提案） 
⑨ 11～2月 未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」の実施 
IV. 全体 学長室（事業推進ＷＧ）による事業推進・統括・情報発信 
⑩ 4～3月 学長室（事業推進ＷＧ）による事業推進・統括・情報発信を実施し、全学での事業展開化 
⑪ 4 月、2月 学生のジェネリックスキルの向上を計測する学生能力アセスメントテスト（nEQ、PROG）

と専門的課題解決力の向上を計測するアセスメントを連携して実施し、地域創生人材として
の能力を体系的に測定する方法を試行 

⑫ 5 月、10
月 

連携自治体との連携推進会議を開催 

⑬ 2 月 学修成果・地域志向プロジェクト研究等の取り組み成果の発表報告会を連携・関係機関と共
同で、それぞれの対象地域において開催 

⑭ 3 月 地域志向活動推進のためのＦＤ／ＳＤ研修会を実施 
⑮ 3 月 年次成果報告書を発行、配布し、地域や関係機関に広く取組成果を周知 
⑯ 3 月 外部評価委員会を開催し、本年度の取り組み対する評価の実施 
 



私たちは、このプロジェクトを『おおいた、つくりびと』と名付けました。
お金やモノだけでは、はかることができない「ほんとうの豊かさ」とは何だろう。
日本の未来を担う若者ができることは？
きっと、その答えはひとつではありません。
だからこそ今、私たちは動き始めます。
そのステージは、私たちの大学がある大分県。
大分への愛着を勇気に変えて、大分でしかできないことにチャレンジします。
地域の皆さんとともに、もっともっと元気なまちをつくります。
私たちは大分県の未来を拓く

『おおいた、つくりびと』になりたい。

について。『 』〒870ｰ０３９７　大分県大分市一木１７２７
Ｔｅｌ : 097 - 592 - 1600( 大代表）
Web : http://www.nbu.ac.jp

【ＣＯＣ事業】
Ｔｅｌ/Ｆａｘ : 097 - 5２４ - ２６６３( 直通）
Web : http://coc-nbu.jp
e-mail : coc@nbu.ac.jpcoc-nbu.jp
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『おおいた、つくりびと』が取り組む

地域再生・活性化７つの視点

事業概要 連携自治体
本事業の目的は、大分県の地域課題である少子高齢社会を豊かに乗

り切るために必要な豊かな心と専門的課題解決力を兼ね備える「地域
創生人材」＝” おおいた、つくりびと” を育成することである。

【教育分野】　大分県内の少子高齢化が深刻な地域を主な対象に「体験
交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホルダーとの協
働による課題解決型学修」の学修サイクルによる教育体系を確立し、
地域創生人材の輩出をはかる。

【研究分野】　地域課題を効率的かつ実践的に解決でき、地域に直接還
元できる組織づくりを完成させ、地域の課題解決につなげる。

【社会貢献】　県民と学生の協働学習・協働実践が実現しやすい環境を
整えるとともに、行政と連携した「県民参画講座」を開講し、地域再生・
活性化を推進する。

以上の各分野の取り組みを通じて、地域を志向した教育カリキュラ
ム体系への全学的な再編を行うことで、教育分野と社会貢献活動との
有機的な接続と、それに基づく研究プロジェクト活動の推進を実現す
る地（知）の拠点の形成を目指す。
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小規模・高齢化が深刻な集
落におけるコミュニティの
維持・活性化

1

人口減少社会を支えるた
めの先進的な “ものづく
り”

2

自然の積極的な活用による
保全と地域活性化

3

商店街の活性化による
地域振興

4

健康増進及び生活支援による
コミュニティの維持

5

NPO 法人の
活動・経営支援

6

地域ブランドの発掘によ
る交流人口の増加・産業
の活性化（６次化）

7

感動研究

教育、社会貢献活動を通じて見つけた『地域再生・活性化 7 つの視点』の地域の課題解決に
向けて、専門分野の知識・スキルをもって研究に取り組み、特色ある地域づくりに取り組む。
異なる分野が融合することによる「プロジェクト型研究 ( 地域志向研究プロジェクト )」を主
に、ゼミナールでの活動（経営経済学部）、卒業研究（工学部）、地域との共同研究などに積
極的に取り組んでいる。

2017 年度 地域志向研究プロジェクト　

高齢者向けものづくり教材の開発
（工学部 情報メディア学科、機械電気工学科、建築学科　連携自治体 ： 豊後大野市）

2016 年度から高齢者向けのものづくり教材の開発を行っている。昨
年度は、高齢者及び施設担当者からのヒアリングを中心に、教材の開

発を行ってきた。「目で見て、耳で聞いて、
触って操作して」楽しめる教材開発を目的
に、試作教材を高齢者向けに改良してきた。
高齢者への配慮に関してはある程度の要望
を実現できたので、今年度は高齢者から頂
いたテーマに関する要望を実現し、教材の
数を増やすことを考えている。昨年好評で
あった子供たちとの合同ものづくり教室
も実施回数を増やしたいと考えている。

地域経済を考慮した地域課題取組みに向けたプラットフォーム構築
（工学部  情報メディア学科、機械電気工学科、経営経済学科　連携自治体 ： 大分市）

これまで個々の課題解決で産まれた研究成果を統合するためのプラット
フ ォ ー ム 開 発

を進め（2015 年度・2016 年度「共
通プラットフォームによる効率良い
ICT 技術の利活用」）、「要介護者のコ
ミュニケーション支援」についての研
究成果を蓄積した。今回は、成果を他
分野に展開すべく「地域経済」におけ
る課題解決を「シカケ」という概念を
用いて、工学的な観点と経済的な観点
を組み合わせ、地域経済を含む活性化
に向けて進めるための学内における

「知」のプラットフォームとして構築
することを目標とする。

地域資源を活用した地域観光プロモーションにおける需要予
測に関する研究
( 経営経済学部　連携自治体：豊後大野市 )

本学学生が提案している観光ツアーなどが実現可能であるかを判断するため、2016 年度では、
アンケートデータに基づいた需要予測分析を行い、グルメを含むコースへの来訪意向が強い一方、
支払意思額が低い傾向であること
が分かった。本研究では、この問
題を踏まえ、地域資源を活用した
観光に対する支払意思額を高める
ためにどのような付加価値をつけ
るべきかを分析し、地域資源を
用いた観光需要の掘り起こしに
貢献することを目的とする。

○特徴ある地域づくりのための地域・企業との共同研究の推進
○複数教員によるプロジェクト型研究の促進
２０１５年度：４プロジェクト、２０１６年度５プロジェクト、2017 年度 3 プロジェクト

NBU が大分で育む、豊かな心と地域愛。

日本文理大学 COC 事業

豊かな自然と歴史や文化を大切に守り続ける、素晴らしき大分県が、私たちのキャンパスです。

体 感 。 感 動 。 感 謝 。体 感 。 感 動 。 感 謝 。

『豊かな心と専門的課題解決力を持つおおいた地域創生人材の育成』

体感教育 地域への愛着を持ち、主体的に課題を発見し、専門的なスキルを活用して住民や関係者とともに、地域の課題
解決に取り組むことができる人材を育成するために必要な力をつける学修サイクルの確立を目指す。

「主体的な学びのスタイルへ」

「地域創生人材」育成のための学修サイクル

特徴ある地域志向カリキュラム科目の一例

３〜４年次1年次 ２年次

体験交流活動 課題解決に必要な
知識の習得

課題解決型学修体験交流活動 課題解決に必要な
知識の習得

課題解決型学修

地域に愛着を持
ち、地 域 の 魅 力
を感じる

教養基礎及び専
門教育科目の再
編

ゼミナールや卒
業研究で地域の
課題に取り組む

地域に愛着を持
ち、地 域 の 魅 力
を感じる

教養基礎及び専
門教育科目の再
編

ゼミナールや卒
業研究で地域の
課題に取り組む

【最終年度達成目標】
●工学部における「プロジェクト系科目」(1~3 年に開講 ) において、地域実践活動
を行う取組を拡充し、「卒業研究」において地域の課題解決を扱うプロジェクト研
究を全体の半数以上に設定。
●経営経済学部における「ゼミナール」(2~4 年に開講 必修 ) の教育内容を見直し、
地域実践活動を中心としたゼミを全体の半数以上に設定。

地域再生・活性化の 7 つの視点に教育に特化した視点を加えた計８テーマに対して、
卒業研究、ゼミ活動、正課外活動などを中心に、42 プロジェクト（2017 年度）を実施。

学修サイクルにもとづき、教養
基礎科目、専門教育科目を配置。
また、学部協働型副専攻、正課
外活動「大分チャレンジアワー
ド」など、地域に愛着を持ち、
地域の課題解決に取り組むこと
が出来る人材を育成する。

地域志向科目数 (2017 年度実績 )

地域志向のゼミ活動状況 (2017 年度実績 )

COC 事業プロジェクトの進捗

240
科目

● 地域での体験交流を教育内容に含む科目

● ステークホルダーとの協働による
　 課題解決型学修科目

● 地域における課題解決に
　 必要な知識を習得する科目

160

33

47

カリキュラムフロー １ ２ ３ ４ year

専門教育科目

副専攻

正課外活動

教養基礎科目

16/38 18/19
(10) (12)

工 経

※（ ）内は 2015 年度数値

※（ ）内は 201４年度数値

地域資源観光に経営の概念を取り入れ、地域が顕在的・潜在的にもつ魅力を観光資源として発掘・利活用し、ま
ちづくりマーケティングによって観光サービスを持続可能な事業へとプロデュースし実践する能力を備えた人材
の育成を目指し、サービスラーニング科目群（経営経済学科）では、視察やヒアリングをとおして豊後大野の観
光における地域資源の魅力の発見や現状、課題を議論するなどし、学生おすすめのツアープランを提案したり、
食と豊肥本線を主軸とした豊後大野の魅力を伝えるプロモーション活動を行っている。

学生の視点で捉えた豊後大野の魅力
〜豊後大野市の地域資源を活用した『サービスラーニング』科目への展開〜

人口変動にともなう医療福祉問題、産業構造の変化や生産の効率化など
様々な社会の問題に対して、学生自ら課題を見つけ、「もの」を創ること
で課題解決に取り組むことを目的に、自由な発想をもって創造的に問題解
決に取り組める人材を育成するためのプロジェクト型の教育プログラム作
りを目指している。その中では、「地域に生きるものづくり」をテーマと
して大分市木佐上地区との連携や、「シカケ（仕掛け）」をとおして社会課
題にとりくむ「シカケプロジェクト」などを実践している。

「ものづくり」から見えてくる地域課題
〜工学部専門基礎科目『ロボットプロジェクト』科目での実践〜

(２６)

「地域創生人材」育成のための学部・学科によらず根幹となる科目の全学必修
化により、すべての学生が地域に関する科目を卒業までに 12 単位以上履修
することとした。地域学の導入科目である「大分学・大分楽」（１年前期）を
2015 年度入学生より全学必修としている。また、全学共通の教養基礎科目の
必修科目のうち、６科目 10 単位の教育内容を見直し、地域志向科目として
設定した。

教養基礎教育における地域志向科目の全学必修化

基
礎

１

基
礎

2

入
門

１

入
門

2

1 年次 ２年次

『ロボットプロジェクト』科目を通して、
主体的に学ぶ力や、専門教育において必要な素養を
身に付けるとともに、創造的に問題解決する力を養う。

『
地

域
に

生
き

る
も

の
づ

く
り

』

『
シ

カ
ケ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

』

『大分学・大分楽』
多様な講師陣より講話を受け、大分の魅力を多面的に学び（大分学）、楽しみ（大分楽）、魅力的
に育む（大分穫）ための導入科目。

『産学一致の勧め』
大学と産業界、社会、地域をつなぐことを意識し、良き社会人として活躍するキッカケとする科目。

『社会参画入門、応用、実習１，２』
ｱｶﾃﾞﾐｯｸｽｷﾙ習得の他、早期に社会との関わり方を体感するため、県内企業等の取材、業界研究等
の実施や、大分県・大分市の身近な政策課題に対しての企画提案など、社会で必要な人間力や社
会人基礎力を養う科目群。

31 41
プロジェクト プロジェクト

2o15 年度 2o17 年度

大分学
･大分楽

地域での体験交流活動

課題解決に必要な知識の習得

地域の課題解決型学修

学部協働型「地域づくり」副専攻

大分チャレンジアワードへの参加

詳しくは、
年次報告書（http://coc-nbu.jp/annual-report）で公開

【最終年度達成目標】
地域志向科目を200科目以上に設定。
地域志向科目をカテゴリー分類し、効
果的な学修サイクルとなるように、各
科目を設定。











事業全体の概要 実施概要 成果 自己点検評価

概
要

　本事業の全体の目的は、地域課題である少子高齢社
会を豊かに乗り切るために必要な豊かな心と専門的課
題解決力を兼ね備える「地域創生人材」を育成するこ
とである。つまり、教育では大分県内の少子高齢化が
深刻な地域を主な対象に「体験交流活動」「課題解決
に必要な知識の修得」「ステークホルダーとの協働に
よる課題解決型学修」の学修サイクルによる教育体系
を確立し、地域創生人材を輩出する。研究では、地域
課題を効率的かつ実践的に解決でき、地域に直接還元
できる組織づくりを完成させ、地域の課題解決につな
げる。社会貢献では、県民と学生の協働学習・協働実
践が実現しやすい環境を整えるとともに、行政と連携
した「県民参画講座」を開講し、地域再生・活性化を
推進する。学長のリーダーシップのもと、以上の取組
を通じて、地域を志向した教育カリキュラム体系への
全学的な再編と社会貢献活動との有機的な接続、それ
に基づく研究プロジェクト活動の推進を実現する地
（知）の拠点改革、ガバナンス改革を実現する。
　本年度の目的は、上記の全体の目的を達成する最終
前年度としてその全体基盤を完成させつつ、ＣＯＣ＋
事業への成果の実質的な提供・連携を図ることであ
り、具体的な目的は右欄の通りである。

事業最終前年度にあたる本年度は、「体験交流活動」「課題解決に必要
な知識の修得」「ステークスホルダーとの協働による課題解決型学修」
からなる学修サイクルの全学科での体系化がさらに進んだ。本年度は多
くの新規教員が着任したが、地域志向のプロジェクト活動、ゼミ活動に
積極的に参加していただくことで、事業の組織的展開を継続した。正課
外活動については、「大分チャレンジアワード」の本格運用3年目と
なっている。社会貢献活動についても、環境保全に関する各種公開講
座、企業向けの地域創生人育成の講座等を継続したほか、企業と大学が
共同で実施するCSR活動を試行した。また、学生活動においても、環境
教育や地域の小学生に対する体験教室など学生活動の幅が広がり、ま
た、企画・運営する機会が増加している。
それぞれの活動については、当初計画をほぼすべて達成することが出来
てた。あわせて学長のリーダーシップのもと、学内の地（知）の拠点に
向けた体制強化とガバナンス改革が着実に進行した。
また、COC+事業との連携も進み、本学COC事業のノウハウに基づく
協働開発科目の実施や県委託事業への積極的な参加（本年度5件）も行
われた。COC+事業（代表校：大分大学）の文部科学省中間評価を受審
した。

本年度における取り組みの成果としては、
○教育活動：「地域志向科目」として240科目を開設し、最終のH30年度の目標（200科目以上）を既に
上回る科目を開設できた)。地域志向のゼミ活動を行う研究室・ゼミ数が34研究室・ゼミとなり(全57研究
室・ゼミ中、59.6%）、最終年度目標の50％を既に上回っている。プロジェクト活動として大分市佐賀関
地区周辺及び豊後大野市全域を中心に、40プロジェクト以上の活動を行った。
また、「大分チャレンジアワード」については、受講者の勧誘等により今年度は27名修了の大幅増とな
り、累積到達目標(70名以上)を超えている。
○研究分野：地域志向プロジェクト研究の公募・採択を行い、3件の地域志向プロジェクト研究を実施し
た。それぞれのプロジェクトとも一定の成果をあげており、教員間連携による地域研究の可能性が広がっ
てきた。次年度も同様の規模の地域志向プロジェクト研究を展開する。
○社会貢献活動：学生参加型の公開講座、企業向けの人材育成講座を実施し、地域の方々と学生・教員と
の意見交換の場を設けることで、地（知）の拠点としての位置づけを地域に発信、理解を得ることが出来
た。また、これらの講座に学生が参加することで、地域課題へ取り組む姿勢の意識が変化した(12講座開
設)。
○全体：ホームページ等や域外での成果発表通じて、学内外への事業内容の周知のほか、新聞・メディア
においても活動内容が報道されている。COC+事業への展開も進み、県内他地域での活動へ拡がりをみせ
ている。また、FD/SD研修会を実施することで、学内外のCOC事業へのさらなる協力体制の構築を行うこ
とで、地域志向の学生教育を実施する体制が完成した。
◎文部科学省COC+中間評価の結果、「A:計画通りの取組であり、現行の努力を継続することによって本
事業の目的を達成することが期待できる。」の評価を得、優れた点として、「本事業の趣旨を理解し、
COC+大学、COC+参加校、大分県も含めてしっかりと連携している。特に、日本文理大学との連携－相
互学修は高く評価できる。」が挙げられており、本学の取組が高い評価を得た。

A

計画 項目 内容 期待される成果 実施概要 成果 自己点検評価

① ４～
３月

正課教育における「体験交流活動」「課題解決に必要
な知識の修得」「ステークホルダーとの協働による課
題解決型学修」の学修サイクルの取り組みを実施し、
学修サイクル体系の拡充を図る。

正課教育における「体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」
「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を積極的に実施
し、学修サイクル体系の本格運用、地域志向科目の拡充を図る。あわせ
て、活動重点地域である大分市佐賀関地区、豊後大野市の学生地域活動
拠点を前年度に引き続き運営し、学生活動を活発化する。また、随時科
目間調整を実施し、内容の改善、充実を図るとともに、ゼミ活動や卒業
研究等での「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を充実
させる。

正課教育における学修サイクル、学生地域活動拠点を本格運用することで、学生の地域志
向性を高め、地域との連携体制を固めていくと同時に、ゼミ活動や卒業研究等での「ス
テークホルダーとの協働による課題解決型学修」を充実させることができる。「地域創生
人材」育成に向けた取り組みを強化することで、学生の豊かな心と専門的課題解決力を高
めることができる。以上の取り組みにより、地域志向科目数の達成目標（全科目の4割）
を超える科目数を運用することができる。

地域学科目である1年前期教養基礎科目「大分学・大分楽」をH27年度
入学生より、全学必修実施科目として実施。講義は学内の関係教員がオ
ムニバスで担当したほか、29年度は大分商工会議所の姫野会頭が1コ
マ、大分合同新聞社の佐々木氏が1コマ担当した。
全学科において、学科の特性に応じた規模の「地域志向科目」による学
修サイクルを実施している。29年度は大学生観光まちづくりコンテス
トを契機として、課題解決型学修に取り組むゼミが大幅に増えるなど、
地域の課題解決に向けた取組が盛んに行われている。
また、佐賀関・関あじ関さば通りコミュニティ食堂「よらんせえ～」
内、佐賀関・木佐上地区「木佐上コミュニティセンター」内及び豊後大
野市清川町「ロッジきよかわ」内の学生活動拠点を昨年度に引き続き活
用している。

「地域志向科目」として29年度は240科目を開設している(29年度目標240科目）。
地域志向のゼミ活動を行う研究室・ゼミ数が29年度は32研究室・ゼミとなった(全57研究室・ゼミ中、
56.1%、最終年度目標50％)。
プロジェクト活動として大分市佐賀関地区周辺及び豊後大野市全域において、各プロジェクト活動を展開
することができ、ジェネリックスキルの成長を確認することができた（目標値には届かなかったが、ベン
チマークからの成長は確認できた）。
また、今年度、学部・学科を超えたプロジェクト活動も盛んに行われるようになり活発化したが、地域づ
くり副専攻の履修者数増までには結びつかなかった。
なお、COC+事業との連携により、活動重点地域以外の県内での活動も多く行われるようになった。

A

大分をフィールドとした正課外活動の場の増加を図
り、「大分チャレンジアワード」を運用する。

大分の地域をフィールドとした「自然体験活動」、「運動・スポー
ツ」、「ボランティア活動」、「科学・文化・芸術活動」の4つの分野
すべての活動に取り組み、設定した基準をクリアした学生に対して大分
チャレンジアワード修了者として認める制度を前年度に引き続き運用
し、充実させる。

大分チャレンジアワードの本格運用により、学生個々人に対応した地域活動プログラムを
確立することができるとともに、20人以上の修了者の輩出を見込むことができる。

年間を通じて、自然体験、スポーツ、ボランティア活動、教養体験の4
分野に12名の学生が取り組んでいる（実施中）。自然体験は豊後高田
市・大分市・由布市・豊後大野市、ボランティア活動は大分市等で実
施。

現在、アドバイザー資格所有者（指導者）は6名。
本年度28名が挑戦し、27名が修了。H26年度からの累積修了者72名（29年度目標値70名）。

S

（大分市佐賀関地区周辺での活動：①②共通）
・学生地域活動拠点の運営（2箇所、関地区および木佐
上地区）
・以下の前年度までの教育活動の内容を見直し、活動
を改善、充実させる
・1次産業体験活動（農業漁業）、海岸等の環境保全
活動、防犯ボランティア活動、NPOの経営支援の実
施
・学生と地域の意見交換の場である「さがのせき
ローカルデザイン会議」の定期的な実施
・地域コミュニティの活性化活動（福祉活動、地域
づくり活動、商店街活動）
・課題解決型学修による地域支援ものづくりの実施
及び成果の還元活動
・高齢者向け学生IT講習会の実施
・総合型地域スポーツクラブの支援活動の実施
・課題解決型学修による6次化活動

（豊後大野市での活動：①②共通）
・学生ツーリズムのための学生地域活動拠点の運営
・以下の前年度までの教育活動の内容を見直し、活動
を改善、充実させる
・1次産業体験活動（農林業）、集落・地域における
コミュニティ維持活動
・地域でのサービスラーニング体験活動（観光・コ
ミュニティビジネス・福祉支援等）
・課題解決型学修による地域支援ものづくり、コ
ミュニティビジネスの実施及び成果の還元活動
・課題解決型学修による集落コミュニティ活性化活
動
・エコパーク等学生ガイドの育成及び課題解決型学
修によるエコパーク構想の取り組み実施

※それぞれの活動については「資料２ ： 平成29年度　日本文理大学
COCプロジェクト一覧」を参照。

・大分大学COC+と本学・大分県立看護科学大学COC事業事業の共催で、「おおいた創生シンポジウム」
を開催した(1/15)。その中で本学学生が事例発表、トークセッションに登壇し、COC事業の取り組みを発
表した。

平成29年度　日本文理大学　COC事業総括シート　（概要・教育）
H29年度の実施計画

Ⅰ．教育
　大分市佐賀関地区周辺及び豊後大野市での活動を中心にした「体験交流活動」、「課題解決に必要な知識の修得」、「ステークホルダーとの協働による課題解決
型学修」からなる学修サイクルの全学での拡充を行い、体系化を図る。そのために必要な地域志向科目の精査・連携を強化し、全学科での学修サイクルの本格運用
を行う。卒業研究、ゼミ活動等での「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を積極的に実施できる全学体制をとる。正課と連動した正課外活動である
「大分チャレンジアワード」の拡充を図り、学生個々人に対応した地域活動プログラムを積極的に運用する。以上の取り組みを体系化したカリキュラムの運用を通
じて、地域創生人材の育成体系の確立を図る。

Ⅱ．研究
　地域志向プロジェクト研究の学内公募を行い、５月からH29年度の研究を実施する。前年度までの採択課題については、フォローアップなどを実施し、地域の
課題解決に向けた研究成果を積極的に地域へ還元していく。また、本事業における地域課題解決に向けた研究成果をさらに実質化していくため、地域のＮＰＯや企
業等を巻き込んだプロジェクトチームの編成を強化し、取り組みの加速化、成果の地域への波及を図る。

Ⅲ．社会貢献
　地域が持つ魅力や課題に対する公開講座・ワークショップ等を実施することで、地域との実践的協働活動の体制の確立を図る。大学の「知」の地域への還元を行
うため、履修証明制度を用いた学習機会の提供を試行し、社会人等の地域創生への意識の向上を図る。

Ⅳ．全体
　以上の取組に対して、学長のリーダーシップのもと、学長室に設置した事業推進ワーキンググループ（WG）と関係各学科、部局との連携を図り、各取り組みが
実効性を持つように事業を推進する。学内の体制構築、地域志向の制度設計の浸透、学外のステークホルダーとの連携強化の進捗状況を随時チェックし、必要に応
じて改善を図ることで、地（知）の拠点、ガバナンスの基盤強化を図る。また、事業最終年度の前年度であることから、事業終了後の自立に向けて、地域ニーズへ
の対応において、継続と新規のバランスを図る工夫を、外部評価や地域との連携を通じて模索する。

教
育

② ４～
３月



計画 項目 内容 期待される成果 実施概要 成果 自己点検評価

③ ４～
５月

地域志向プロジェクト研究の学内公募を行い、採択す
る。

本事業で設定している地域課題の解決に向けて、本学の研究資源を活か
した学内共同研究を充実させることで、その成果を地域に還元し、地域
での取り組みを活発にするための地域志向プロジェクト研究の学内公
募、採択を行う。

地域志向プロジェクト研究の学内公募を行うことで、全教員に地域課題の周知を図ること
ができると同時に、複数教員によるプロジェクト型研究を顕在化することができる。ま
た、採択に至らなかった課題に関しては、フォローアップを行うことで、教員間による新
たな地域志向プロジェクト研究立ち上げの可能性を探ることができる。

「地域志向教育研究費」（180万円）を活用して、本事業で設定してい
る7つの地域課題に対する地域志向プロジェクト研究を4月24日より学
内公募を行った（締切5月12日）。公募にあたっては、昨年度に引き続
き、3名以上のプロジェクトチームを条件とした。また、教員間の専門
分野の連携・融合による地域課題解決の促進、学内外の研究体制の活発
化をさらに図るため、異なる学科の教員で構成されたプロジェクトチー
ム、地域内の外部協力者との協働をより評価する審査基準へ変更した。

公募に対して3件の応募（工学部2件、経営経済学部1件）があり、外部委員3名（豊和銀行、大分銀行、大
分信用金庫）を含む審査委員会で書面審査、プレゼン審査を行い、学長が3件を採択した。→連携自治体：
大分市、豊後大野市。採択地域課題テーマ数：3分野。
→ COC事業として進める同研究者数24名(29年度目標値18名)。
H28年度採択プロジェクトの事後評価を行い、A評価3件、B評価2件となり、昨年度に比べA評価が増加し
た。

A

④ ５～
３月

採択した地域志向プロジェクト研究を実施する。ま
た、取り組み及び成果を広く周知する。

採択した地域志向プロジェクト研究を実施し、地域の課題解決に向けた
研究成果を地域に周知、還元する。

地域志向プロジェクト研究の実施により、複数教員によるプロジェクト型研究を促進する
ことができ、地域志向科目の内容充実とともに、地域へ大学の知を還元することができ
る。

採択内定後、研究活動を開始し、H30年3月9日までを研究期間として
実施中。研究成果については、年次報告書にまとめるとともに、豊後大
野市及び大分市佐賀関で30年2月下旬に開催した学修成果地区報告会で
の発表を義務づけた。

・豊後大野市での地区報告会を2月21日に豊後大野市役所で開催し、2件が研究発表を行った。参加者77
名（市高齢者福祉課担当者、地区住民、学生、教職員等）。
・佐賀関での地区報告会を2月25日に佐賀関市民センターで開催し、1件が研究発表を行った。参加者58
名（大分県担当者、地区住民、学生、教職員等）。
・実績報告書はCOC事業年次報告書に収録。成果の検証は、今後、審査委員会にて行う。
・昨年度までの地域志向プロジェクト研究のすべて（9件）について、本学紀要に地域創生特集号として掲
載した（H29.11発行）。

A

計画 項目 内容 期待される成果 実施概要 成果 自己点検評価

⑤ ４～
３月

地域人・社会人向けの地域創生リーダー養成制度のシ
ステム（履修証明制度）の試験運用を実施する。

地域創生リーダーを育成するために、地域人・社会人の多様なニーズに
応じた学習機会を提供し、その内容について履修証明制度としてシステ
ム化するための試験運用を行い、運用上の課題を整理する。

履修証明制度を用いた学習機会を提供することで、地域人・社会人の地域創生に対する意
識向上につながり、地（知）の拠点としての取り組み促進ができ、かつ、社会のニーズを
学内教員が知る機会ともなるため正課教育に対しても良い影響を及ぼすことができる。

実施に向けて、学長室にて検討を行ったが、ニーズにかなう履修証明制
度に必要な120時間の教育プログラムを単年度で実施するには、ハード
ルが高いとの結論に達し、次年度以降に延期した。また、COC+事業で
の連携によるリカレント教育実施の可能性も高いことから、合わせて検
討を継続することとした。

履修証明制度としての教育プログラムは実施できなかったが、2日間プログラムとして、COC+大分県委託
事業「おおいた地域創生リーダー養成講座」を実施し、高大社接続での若手社会人教育の可能性につい
て、昨年度のプログラムを発展させて、県内3地区で実施した。 B

⑥ ６～
２月

エコパーク、外来生物除去等に関連した地域住民の知
識を深めるワークショップ講座、ツアーを実施する。

地域自然環境を活かしたエコパークの推進や外来生物除去等による自然
保全の意識向上、対策のための地域住民向けワークショップや教員・学
生によるツアーを実施する。

地域の自然を活かした観光資源であるエコパーク等の保全・活用、外来生物の繁殖防止に
あたって、学内シーズを活用した地域住民向けのワークショップや教員・学生によるツ
アーを実施することで、地域住民の自然保護活動・意識向上につながり、地（知）の拠点
としての取り組み促進ができる。

「祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク」がユネスコエコパークとして6
月14日に登録決定。杉浦教授が「祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク
推進協議会」の会長として様々な取組を推進している。今後、教員と学
生による地域向けの取組を実施する。

「祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク」がユネスコエコパークとして登録が決定したことにより、地域へ
の認知が進んでいる。また、8月11日に佐伯市保健福祉総合センターで開催された登録記念講演会で、杉
浦教授が講演を行った。 B

⑦ ６～
２月

事業協働機関と連携して、実践を伴う地域人・企業向
け地域創生人材講座を実施する。

事業協働機関、地域企業等と連携して、地域創生人材に関する実践を伴
う講座やワークショップを開催し、本事業における大学シーズ及び人材
育成像を広く公表・普及するとともに、地域企業人等との意見交換を行
う場とする。

実践を伴う地域企業向け地域創生人材講座を実施することで、本学の「知の資源」を地域
の人材育成に還元することができ、また、地域企業との意見交換を通じて、事業改善につ
なげることで、地（知）の拠点としての取り組みを促進することができる。

生きがいのある暮らしを創るオープンイノベーションワークショップ
『Hallowワークショップ』を産官学民医連携で実施中（前後期の2回開
催）。
大分市産業活性化プラザと連携して、「『地域創生人材』育成のための
マネジメント実践講座」を実施した。
大分県信用組合との包括協定を活用し、「けんしん大学」講座の運営委
員、講師を派遣し実施した。

『Hallowワークショップ』は前期分（5/27,6/11,7/8,　8/19,9/16）、後期分
（11/18,11/26,12/9,1/20, 2/17）の2講座を開講した。
マネジメント講座は1/11,18,25,2/1,8,15の全6回で開催した。
けんしん大学講座は前期講座において1回（4/15）、後期講座において1回（10/21）の講師を担当。後
期講座では、初めて日田市にて開催。

A

⑧ ６～
３月

地元企業の大分ＣＳＲプログラムとして、大学・学生
と企業が協働した地域の子ども向け講座を企画、実施
する（大分のニーズに合ったＣＳＲの提案）。

事業協働機関、地元企業等と連携して、多様なステークホルダーと社会
の間での共通価値を創造し、地域の子ども向け講座を企画し、これから
の「おおいた」のためのＣＳＲプログラムとして、地域企業と協働で実
施する。

企業の単独の視点でのＣＳＲではなく、地（知）の拠点としての大学の「知」を活用する
とともに、将来世代である子ども向けの講座を共同で企画、実施することで、企業体とし
て地域に即したＣＳＲを実施することができ、大学としては地（知）の拠点としての取り
組み促進ができる。

小学生を主な対象とした仕事体験イベント「お仕事発見ランド」を開
催。1回目は本学単独で各学科等の専門性に関係するお仕事の体験ブー
スを出展。2回目は地元企業に参画していただき、CSRの視点から次世
代の子ども教育に各企業の特長を活かして出展いただき実施した。

1回目を本学学園祭において実施（10/14,15）。
2回目はH30年2月17日に佐賀関市民センターにて実施。企業のCSR事業として、大分信用金庫、ノット
ファクトリーの2社が参画した。 A

⑨ 11～
2月

未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」を
実施する。

未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」を開催し、本取組に
おける大学シーズを広く公表するとともに、地域住民等との意見交換を
行う場とする。

未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」を実施することで、大分の地域資源の
再発見や未来への提言などを行うとともに、地域住民等との意見交換を通じて地（知）の
拠点としての取り組み促進ができる。

COC+大分県委託事業「おおいた地域創生リーダー養成講座」として実
施し、高大社接続での地域の魅力発見フィールドワークと課題解決策の
検討ワークショップを県内3地区（中津市、佐伯市、豊後大野市）で実
施した（再掲）。

11月25日、26日に中津市で、12月9日、10日に佐伯市で、12月17日、23日に豊後大野市で実施した。
3地区合計で、大学生62名、高校生12名、社会人12名の合計86名が参加した。

A

計画 項目 内容 期待される成果 実施概要 成果 自己点検評価

⑩ ４～
３月

学長室（事業推進ＷＧ）による事業推進・統括・情報
発信を実施し、全学での事業展開を行う。

学長のリーダーシップを補佐し、本事業を着実に推進・統括する学長室
において、H26年度に設置した事業推進ワーキンググループ（ＷＧ）の
機能を活用して、各取り組みが実効性を持つように整理し統括する。こ
れらの活動において、各科目の教育内容・ゼミ活動内容の精査、実践教
育推進のための体制整理、「大分チャレンジアワード」の制度設計、改
善を行い、全学での全面的な事業展開を行う。また、本事業の取組を
ホームページ等を通じて広く情報発信するとともに、活動内容のアーカ
イブ化、県民との双方向型コミュニケーションを強化する。

学長室に設置した事業推進ワーキンググループ（ＷＧ）の機能強化を図ることで、学長の
リーダーシップを補佐し、事業を適切に統括し、円滑に推進、全学展開することができ
る。また、本事業の取組をホームページ、ＳＮＳを通じて、広く情報発信することで、本
事業の目的や意義を地域住民等へ周知し理解を得ることができる。あわせてデータベース
を活用することで活動内容のアーカイブ化を行うことができる。

年間スケジュールに応じて、学長室またはCOC-WGの会議を月1回程度
のペースで随時行った。
ホームページについては、主要な取組について随時掲載し、情報発信を
行った。
また、事業成果の外部への発信として、各種会合、研究会等で発表、ま
た視察の受け入れを行った。

学長室またはCOC-WGの会議は、年間で14回開催。
外部への発信として、「日本私立大学協会 事務局長相当者研修会【招待講演】」（9/28）、「九州・沖縄
COC/COC+合同シンポジウム in おおいた 2017」(10/28)、「第4回地域課題解決全国フォーラムin庄
内」（11/3)、「大学マネジメントセミナー2017 in やまぐち【招待講演】」(12/18)等での発表を行っ
た。
徳山大学(2/15)の視察を受け入れた。

S

⑪ ４
月、
２月

学生のジェネリックスキルの向上を計測する学生能力
アセスメントテスト（nEQ、PROG）と専門的課題解
決力の向上を計測するアセスメントを連携して実施
し、地域創生人材としての能力を体系的に測定する方
法を試行する。

学生に対して「地域創生人材」としての汎用的能力についてのアセスメ
ントテスト（nEQ、PROG）を実施し、全国平均に対しての学生個人の
豊かな心（nEQ）やジェネリックスキル(PROG)の強みと弱みの部分を
把握する。あわせて、前年度に開発した汎用的能力をベースにした専門
的課題解決力を評価するアセスメントツールを運用し、アセスメント
ツールの統合化の試行を行う。

学生に対する「地域創生人材」としての汎用的能力に関するアセスメントテスト（nEQ、
PROG）結果から、本事業における地域志向の正課教育、正課外活動の状況と照らし合わ
すことで、正課教育、正課外活動の取り組みについて評価することができる。あわせて、
本事業独自に開発した専門的課題解決力の評価ツールと統合、試行することで、本事業に
おける人材育成像である地域創生人材としての総合的な評価ツールを体系化することがで
きる。

「こころの力」を測る外部テスト（nEQアセスメント）を入学時(4月)
及び 2年終了時(1月)に、「リテラシー」及び「コンピテンシー」を測
る外部テスト（PROG）を2年当初(4月)及び3年終了時（12月）に実
施。
地域創生人としての能力を測定する自己評価ルーブリックを作成してお
り、1年生は後期開始時（10月）に、全学年について年度終了時に自己
評価を実施した。

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」50(48)、「社会的役割意識」　51(49)、「自然等に感動する心」45(44)
※( )は入学時
PROG 3年終了時平均スコア
「リテラシー」4.06(4.18)、「コンピテンシー」3.71(3.56)
※( )は2年開始時。リテラシーはレベル判定変更があるため今年度はスコアが低く出る。
いずれも年次目標は達成できていないが、ベンチマークの当初スコアが高くなく、ベンチ-マークに対して
はいずれも成長を確認できた。
専門的課題解決力を評価するアセスメントツール（ルーブリック）の開発は昨年度完了し、本格的な運用
を行った。

A

⑫ ５
月、
10月

連携自治体との連携推進会議を開催する。 本学幹部教員と連携自治体の担当部局長等からなる連携推進会議を半期
に1回開催し、本事業の円滑な推進、連携を図る。

本学幹部教員と連携自治体の担当部局長等からなる連携推進会議を開催し、情報共有、意
思統一を図ることで、本事業の円滑な推進、連携を図ることができる。

第1回を7月5日に、第2回を11月29日に実施。 大分県、大分市、豊後大野市の関係部課長らが出席している。また、オブザーバーとして金融機関関係
者、新聞社関係者らも出席している。第1回：外部出席者23名。第2回：外部出席者15名。 A

⑬ ２月 学修成果・地域志向プロジェクト研究等の取り組み成
果の発表報告会を連携・関係機関と共同で、それぞれ
の対象地域において開催する。

活動重点地区(大分市佐賀関地区、豊後大野市)等において、学生の学修
成果発表、教員の地域志向研究成果を報告する発表会を連携・関係機関
と共同で開催し、県民・市民やステークホルダーに成果を発信、還元す
る。

活動対象地域において学生と教員の取組成果報告会を連携・関係機関と共同で開催するこ
とで、広く県民・市民、ステークホルダー、学内構成員に本事業の取り組み状況を発信で
き、本事業の目的や意義の理解や成果の普及につながるとともに、関係者との関係強化を
図ることができる。あわせて学生の成長の場としても活用できる。

・豊後大野市での報告会を2月21日に豊後大野市役所で実施し、学生の
地域活動・研究活動報告12件、教員のプロジェクト研究報告3件を行っ
た。
・佐賀関地区での報告会を2月25日に佐賀関市民センターで実施し、学
生の地域活動・研究活動報告10件、教員のプロジェクト研究報告1件を
行った。
・今年度は発表件数の増加が見込まれたことから、口頭発表セッション
とポスターセッションを組み合わせて実施した。

・豊後大野での報告会には、学外参加者21名、本学教職員23名、本学学生33名の合計77名が参加した。
活動報告内容の全体的な評価に対して97%が良かったとの回答を得た。
・佐賀関での報告会には、学外参加者10名、本学教職員27名、本学学生21名の合計58名が参加した。活
動報告内容の全体的な評価に対して96%が良かったとの回答を得た。

A

⑭ ３月 地域志向活動推進のためのＦＤ／ＳＤ研修会を実施す
る。

地域志向活動推進のためのＦＤ／ＳＤ研修会を実施し、地域志向科目・
活動の拡充や学修評価方法等の改善策等について検討する。プログラム
の一部は外部講師を招き、各地のCOC事業の取り組み状況等を知る機
会とする。

FD／SD研修会を実施することで、教職員の地域志向の理解を促進するとともに、これま
での事例や地域志向科目・活動の状況を知ることで、それらの実施方法等について理解を
深めることができる。

他大学の地域学習の事例を知る研修会として、島根大学 教育推進セン
ターの岩瀬 峰代 准教授を招聘し、3月22日に実施した。

島根大学を中心に山陰地方の大学連携で実施した「大学と地域社会を結ぶ大学間連携ソーシャルラーニン
グ」を知る機会となり、プログラムの設計法や学習評価法等について知るよい機会とすることができた。

A

⑮ ３月 年次成果報告書を発行、配布し、地域や関係機関に広
く取組成果を周知する。

本年度の取り組みをまとめた年次成果報告書を発行し、事業成果を広く
公表、周知、普及させる。

本年度の取り組みをまとめた年次成果報告書を発行することで、事業成果を広く公表、周
知、普及することができる。

H29年度年次報告書を3月末に発行、関係機関に配布する。 関係機関に配布し、成果を広く周知、普及できた。
A

⑯ ３月 外部評価委員会を開催し、本年度の取り組み対する評
価を受ける。

外部委員を含めた事業検討・評価委員会を開催し、本年度の事業成果を
総括、評価を受けるとともに、事業最終年度であるH30年度に向けた取
組計画の妥当性について検討する。

外部委員を含めた事業検討・評価委員会を開催し、本年度の事業成果を総括、評価を受け
るとともに、H30年度に向けた取組計画の妥当性検討を通じて、事業について見直し、改
善を図ることができる。

外部委員として、自治体委員3名（大分県、大分市、豊後大野市）、民
間委員4名（日本政策投資銀行、大分県中小企業家同友会、セブン-イレ
ブン記念財団、NPO法人おおいたNPOデザインセンター）を任命し、3
月29日に事業検討・評価委員会を実施した。

委員会での意見を踏まえ、次年度への事業改善、カリキュラム改善につなげる予定である。

A

研
究

社
会
貢
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体
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事業全体の概要

概要 　本事業の全体の目的は、地域課題である少子高齢社会を豊かに乗り切るために必要な豊かな心と専門
的課題解決力を兼ね備える「地域創生人材」を育成することである。つまり、教育では大分県内の少子
高齢化が深刻な地域を主な対象に「体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホル
ダーとの協働による課題解決型学修」の学修サイクルによる教育体系を確立し、地域創生人材を輩出す
る。研究では、地域課題を効率的かつ実践的に解決でき、地域に直接還元できる組織づくりを完成さ
せ、地域の課題解決につなげる。社会貢献では、県民と学生の協働学習・協働実践が実現しやすい環境
を整えるとともに、行政と連携した「県民参画講座」を開講し、地域再生・活性化を推進する。学長の
リーダーシップのもと、以上の取組を通じて、地域を志向した教育カリキュラム体系への全学的な再編
と社会貢献活動との有機的な接続、それに基づく研究プロジェクト活動の推進を実現する地（知）の拠
点改革、ガバナンス改革を実現する。
　本年度の目的は、上記の全体の目的を達成する最終前年度としてその全体基盤を完成させつつ、ＣＯ
Ｃ＋事業への成果の実質的な提供・連携を図ることであり、具体的な目的は右欄の通りである。

計画 項目 内容 期待される成果
① 4～3月 正課教育における「体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホルダーとの協働によ

る課題解決型学修」の学修サイクル体系を完成させる。
正課教育における「体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を
積極的に実施し、拡充した地域志向科目による学修サイクル体系の本格運用を行う。あわせて、活動重点地域である大分市佐
賀関地区、豊後大野市の学生地域活動拠点を前年度に引き続き運営し、学生活動を活発化する。また、必要に応じて随時科目
間調整を実施し、内容の改善、充実を図るとともに、ゼミ活動や卒業研究等での「ステークホルダーとの協働による課題解決
型学修」を充実させる。

正課教育における学修サイクル、学生地域活動拠点を本格運用することで、学生の地域志向性を高め、地域との連携体制を固
めていくと同時に、ゼミ活動や卒業研究等での「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を充実させることができ
る。「地域創生人材」育成に向けた取り組みを強化することで、学生の豊かな心と専門的課題解決力を高めることができる。
以上の取り組みにより、地域志向科目数の達成目標（全科目の4割）を超える科目数を運用し、地域創生人材育成の教育プログ
ラムを確立することができる。

大分をフィールドとした正課外活動の場の増加を図り、「大分チャレンジアワード」を安定運用する。
大分の地域をフィールドとした「自然体験活動」、「運動・スポーツ」、「ボランティア活動」、「科学・文化・芸術活動」
の４つの分野すべての活動に取り組み、設定した基準をクリアした学生に対して大分チャレンジアワード修了者として認める
制度を運用し、学生個々人に応じた支援体制を確立する。

大分チャレンジアワードの運用により、学生個々人に対応した地域活動プログラムを確立することができるとともに、20人以
上の修了者の輩出を見込むことができ、事業目標を達成することができる。

（大分市佐賀関地区周辺での活動：①②共通）

・学生地域活動拠点の運営（2箇所、関地区および木佐上地区）
・以下の前年度までの活動の完全履行、完成
・1次産業体験活動（農業漁業）、海岸等の環境保全活動、防犯ボランティア活動、NPOの経営支援
の実施
・学生と地域の意見交換の場である「さがのせきローカルデザイン会議」の定期的な実施
・地域コミュニティの活性化活動（福祉活動、地域づくり活動、商店街活動）
・課題解決型学修による地域支援ものづくりの実施及び成果の還元活動
・高齢者向け学生IT講習会の実施
・総合型地域スポーツクラブの支援活動の実施
・課題解決型学修による6次化活動
・交流人口の拡大

（豊後大野市での活動：①②共通）
・学生ツーリズム等のための学生地域活動拠点の運営
・以下の前年度までの教育活動の内容を見直し、活動を改善、充実させる
・1次産業体験活動（農林業）、集落・地域におけるコミュニティ維持活動
・地域でのサービスラーニング体験活動（観光・コミュニティビジネス・福祉支援等）
・課題解決型学修による地域支援ものづくり、コミュニティビジネスの実施及び成果の還元活動
・課題解決型学修による集落コミュニティ活性化活動
・地域資源等に関する学生ガイドの育成及び課題解決型学修による地域資源を活かした地域活性化の
取り組み実施

平成30年度　日本文理大学　COC事業総括シート (概要・教育)

H30年度の実施計画

Ⅰ．教育
　大分市佐賀関地区周辺及び豊後大野市での活動を中心にした「体験交流活動」、「課題解決に必要な知識の修得」、「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」からなる学修サイクルの全学での体系化を完成させる。そのために必要な地域志向
科目の精査・連携を強化し、全学科での学修サイクルの運用を行う。卒業研究、ゼミ活動等での「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修」を積極的に実施できる全学体制をとる。正課と連動した正課外活動である「大分チャレンジアワード」の
本格運用を行い、学生個々人に対応した地域活動プログラムを積極的に活用する。以上の取り組みを体系化したカリキュラムの運用を通じて、地域創生人材の育成体系の確立を図る。

Ⅱ．研究
　地域志向プロジェクト研究の学内公募を行い、５月から最終年度の研究を実施する。前年度までの採択課題については、フォローアップなどを実施し、地域の課題解決に向けた研究成果を積極的に地域へ還元していく。また、本事業における地域課題解
決に向けた研究成果をさらに実質化していくため、地域のＮＰＯや企業等を巻き込んだプロジェクトチームの編成を強化し、取り組みの定着化、成果の地域への波及を生み出す好循環をつくる。

Ⅲ．社会貢献
　地域が持つ魅力や課題に対する公開講座・ワークショップ等を実施することで、地域との実践的協働活動の体制の確立・強化を図る。大学の「知」の地域への還元を行うため、履修証明制度を用いた学習機会の提供を行い、社会人等の地域創生への意識
の向上を図る。

Ⅳ．全体
　以上の取組に対して、学長のリーダーシップのもと、学長室に設置した事業推進ワーキンググループ（WG）と関係各学科、部局との連携を図り、各取り組みが実効性を持つように事業を推進する。学内の体制構築、地域志向の制度設計の浸透、学外の
ステークホルダーとの連携強化の進捗状況を随時チェックし、必要に応じて改善を図ることで、地（知）の拠点、ガバナンスの基盤確立を図る。また、事業最終年度であることから、事業終了後の自立に向けて、地域ニーズへの対応において、継続と新規
のバランスを図る工夫を外部評価や地域との連携を通じて行い、事業終了後の継続、及び、COC+事業とのさらなる連動を実現する。

教育

② 4～3月



計画 項目 内容 期待される成果
③ ４～５

月
地域志向プロジェクト研究の学内公募を実施し、採択する。 本事業で設定している地域課題の解決に向けて、本学の研究資源を活かした学内共同研究を充実させることで、その成果を地

域に還元し、地域での取り組みを活発にするための地域志向プロジェクト研究の学内公募、採択を行う。
地域志向プロジェクト研究の学内公募を行うことで、全教員に地域課題の周知を図ることができると同時に、複数教員による
プロジェクト型研究を顕在化することができる。また、採択に至らなかった課題に関しては、フォローアップを行うことで、
事業終了後にも継続して教員間による新たな地域志向プロジェクト研究立ち上げの可能性を探ることができる。

④ ５～３
月

地域志向プロジェクト研究を実施し、これまでの成果とあわせて、教育、地域へ還元する。 採択した地域志向プロジェクト研究を実施し、地域の課題解決に向けた研究成果をこれまでの成果と合わせて、教育に還元す
るとともに、地域に周知、還元する。

地域志向プロジェクト研究の実施により、複数教員によるプロジェクト型研究を促進することができ、地域志向科目の内容充
実とともに、地域へ大学の知を還元することができる。

計画 項目 内容 期待される成果
⑤ ４～３

月
地域人・社会人向けの地域創生リーダー養成制度のシステム（履修証明制度）を確立、実施する。 地域創生リーダーを育成するために、地域人・社会人の多様なニーズに応じた学習機会を提供し、その内容について履修証明

制度としてシステム化し、運用を行う。
履修証明制度を用いた学習機会を提供することで、地域人・社会人の地域創生に対する意識向上につながり、地（知）の拠点
としての取り組み促進ができ、かつ、社会のニーズを学内教員が知る機会ともなるため正課教育に対しても良い影響を及ぼす
ことができる。

⑥ ６～２
月

エコパーク、外来生物駆除等に関連した地域住民の知識を深めるワークショップ講座、ツアーを実施す
る。

地域自然環境を活かしたエコパークの推進や外来生物除去等による自然保全の意識向上、対策のための地域住民向けワーク
ショップや教員・学生によるツアーを実施する。

地域の自然を活かした観光資源であるエコパーク等の保全・活用、外来生物の繁殖防止にあたって、学内シーズを活用した地
域住民向けのワークショップや教員・学生によるツアーを実施することで、地域住民の自然保護活動・意識向上につながり、
地（知）の拠点としての取り組み促進ができる。

⑦ ６～２
月

事業協働機関と連携して、実践を伴う地域人・企業向け地域創生人材講座を実施する。 事業協働機関、地域企業等と連携して、地域創生人材に関する実践を伴う講座やワークショップを開催し、本事業における大
学シーズ及び人材育成像を広く公表・普及するとともに、地域企業人等との意見交換を行う場とする。

実践を伴う地域企業向け地域創生人材講座を実施することで、本学の「知の資源」を地域の人材育成に還元することができ、
また、地域企業との意見交換を通じて、事業改善につなげることで、地（知）の拠点としての取り組みを促進することができ
る。

⑧ ６～３
月

地元企業の大分ＣＳＲプログラムとして、大学・学生と企業が協働した地域の子ども向け講座を企画、
実施する（大分のニーズに合ったＣＳＲの提案）。

事業協働機関、地元企業等と連携して、多様なステークホルダーと社会の間での共通価値を創造し、地域の子ども向け講座を
企画し、これからの「おおいた」のためのＣＳＲプログラムとして、地域企業と協働で実施する。

企業の単独の視点でのＣＳＲではなく、地（知）の拠点としての大学の「知」を活用するとともに、将来世代である子ども向
けの講座を共同で企画、実施することで、企業体として地域に即したＣＳＲを実施することができ、大学としては地（知）の
拠点としての取り組み促進ができる。

⑨ 11～2
月

未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」を実施する。 未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」を開催し、本取組における大学シーズを広く公表するとともに、地域住民
等との意見交換を行う場とする。

未来志向型の県民対象公開講座「大分学・大分楽」を実施することで、大分の地域資源の再発見や未来への提言などを行うと
ともに、地域住民等との意見交換を通じて地（知）の拠点としての取り組み促進ができる。

計画 項目 内容 期待される成果
⑩ ４～３

月
学長室（事業推進ＷＧ）による事業推進・統括・情報発信を実施し、全学での事業展開、地(知)の拠点
を確立する。あわせて、事業終了後の継続について関係機関と協議する。

学長のリーダーシップを補佐し、本事業を着実に推進・統括する学長室において、H26年度に設置した事業推進ワーキンググ
ループ（ＷＧ）の機能を活用して、各取り組みが実効性を持つように整理し統括する。これらの活動において、各科目の教育
内容・ゼミ活動内容の精査、実践教育推進のための体制整理、「大分チャレンジアワード」の制度設計、改善を行い、全学で
の全面的な事業展開を行う。また、本事業の取組をホームページ等を通じて広く情報発信するとともに、活動内容のアーカイ
ブ化、県民との双方向型コミュニケーションを強化する。さらに、関係機関と事業終了後の継続取り組み、支援体制等につい
て協議を行い、自律化に目処をつける。

学長室に設置した事業推進ワーキンググループ（ＷＧ）の機能強化を図ることで、学長のリーダーシップを補佐し、事業を適
切に統括し、円滑に推進、全学展開することができる。本事業の取組をホームページ、ＳＮＳを通じて、広く情報発信するこ
とで、本事業の目的や意義を地域住民等へ周知し理解を得ることができる。また、データベースを活用することで活動内容の
アーカイブ化を行うことができる。あわせて、事業終了後の継続について関係機関と協議を重ねることで、事業終了後の継続
実施体制に道筋をつけることができる。

⑪ ４月、
２月

学生のジェネリックスキルの向上を計測する学生能力アセスメントテスト（nEQ、PROG）と専門的課
題解決力の向上を計測するアセスメントを連携して実施し、地域創生人材としての能力を体系的に測定
する方法を確立する。

学生に対して「地域創生人材」としての汎用的能力についてのアセスメントテスト（nEQ、PROG）を実施し、全国平均に対
しての学生個人の豊かな心（nEQ）やジェネリックスキル(PROG)の強みと弱みの部分を把握する。あわせて、独自開発した汎
用的能力をベースにした専門的課題解決力を評価するアセスメントツール（ルーブリック）を運用し、アセスメントツールの
統合化を行う。

学生に対する「地域創生人材」としての汎用的能力に関するアセスメントテスト（nEQ、PROG）結果から、本事業における
地域志向の正課教育、正課外活動の状況と照らし合わすことで、正課教育、正課外活動の取り組みについて評価することがで
きる。あわせて、本事業独自に開発した専門的課題解決力の評価ツールと統合することで、本事業における人材育成像である
地域創生人材としての総合的な評価ツールを体系化することができる。

⑫ 6月、
11月

連携自治体との連携推進会議を開催する。 本学幹部教員と連携自治体の担当部局長等からなる連携推進会議を半期に1回開催し、本事業の円滑な推進、連携を図る。 本学幹部教員と連携自治体の担当部局長等からなる連携推進会議を開催し、情報共有、意思統一を図ることで、本事業の円滑
な推進、連携を図ることができる。

⑬ ９月 地域志向活動推進のためのＦＤ／ＳＤ研修会を実施する。 地域志向活動推進のためのＦＤ／ＳＤ研修会を実施し、地域志向科目・活動の質向上や学修評価方法等の改善策等について検
討する。プログラムの一部は外部講師を招き、各地のCOC事業の取り組み状況等を知る機会とする。

FD／SD研修会を実施することで、教職員の地域志向の理解を促進するとともに、これまでの事例や地域志向科目・活動の状況
を知ることで、それらの実施方法等について理解を深めることができる。

⑭ 12月 本学の地域貢献度等を把握する県民アンケート調査を実施する。 本学のこれまでの大学COC事業に対する地域貢献度や課題等を把握するための県民アンケート調査を実施し、現状を明らかに
する。

県民アンケート調査を実施することで、事業最終年度における本学の地域貢献度や課題を把握することができ、事業成果の波
及状況を確認することができる。

⑮ ２月 学修成果・地域志向プロジェクト研究等の取り組み成果の発表報告会を連携・関係機関と共同で、それ
ぞれの対象地域において開催する。

活動重点地区(大分市佐賀関地区、豊後大野市)等において、学生の学修成果発表、教員の地域志向研究成果、本事業全体の成果
を報告する発表会を連携・関係機関と共同で開催し、県民・市民やステークホルダーに成果を発信、還元する。

活動対象地域において学生と教員、事業全体の取組成果報告会を連携・関係機関と共同で開催することで、広く県民・市民、
ステークホルダー、学内構成員に本事業の取り組み状況を発信でき、本事業の目的や意義の理解や成果の普及につながるとと
もに、関係者との関係強化を図ることができる。あわせて学生の成長の場としても活用できる。

⑯ ３月 年次成果報告書を発行、配布し、地域や関係機関に広く取組成果を周知する。 本年度及び事業全体の取り組みをまとめた事業成果報告書を発行し、事業成果を広く公表、周知、普及させる。 本年度及び本事業全体の取り組みをまとめた事業成果報告書を発行することで、事業成果を広く公表、周知、普及することが
できる。

⑰ ３月 外部評価委員会を開催し、本年度及び本事業全体の取り組みに対する評価を受ける。あわせて、取り組
みの自律化に向けた体制を確認する。

外部委員を含めた事業検討・評価委員会を開催し、本年度及び事業全体の事業成果を総括、評価を受けるとともに、事業終了
後の継続についての取組計画の妥当性について検討、確認する。

外部委員を含めた事業検討・評価委員会を開催し、本年度及び本事業全体の事業成果を総括、評価を受けるとともに、H31年
度以降に向けた取組計画の妥当性検討を通じて、事業の継続化を担保することができる。

研究

社会
貢献

全体

平成30年度　日本文理大学　COC事業総括シート　 (研究・社会貢献・全体)



【教育】

地域志向科目数 26 科目 26 科目 160 科目 222 科目 240 科目 240 科目 200 科目

地域志向カリキュラムの再編成
（全学生が12単位以上を取得） 4 単位 12 単位 12 単位 12 単位 12 単位 12 単位 12 単位

副専攻制度 0 名 0 名 4 名 4 名 15 名 5 名 30 名

正課外活動「大分チャレンジアワード」の導入 3 名 17 名 34 名 45 名 70 名 72 名 100 名

地域志向科目を履修した学生の満足度

ジェネリックスキルの育成

県内就職率 31.35 ％ 31.32 ％ 33.55 ％ 34.38 ％ 35 ％ 34.9 ％ 35 ％

【研究】

地域との共同研究を行う教員数 8 名 8 名 14 名 16 名 18 名 24 名 20 名

【社会貢献】

地域向けボランティアの活動数 675 名 723 名 804 名 816 名 800 名 名 800 名

地域向け公開講座数 3 講座 3 講座 11 講座 11 講座 11 講座 12 講座 7 講座

県民の本学に対する本事業分野の地域貢献度の評価 （推定値）20 ％ 27 ％ 未実施
（予定なし）

％ 41.5 ％ 未実施
（予定なし）

％ 未実施
（予定なし）

％ 40 ％

H29年度達成状況（暫定）

H29年度達成状況（暫定）

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」 50
「社会的役割意識」 52
「自然等に感動する心」 44

PROG 3年終了時平均スコア
「リテラシー」 3.52
「コンピテンシー」3.50

体験科目：平均3.9
知識修得科目：平均3.9
課題解決型学修課目：平均3.9
正課外学習活動：-

H29年度達成状況（暫定）

体験科目：平均　　以上
知識修得科目：平均　　以上
課題解決型学修科目
　　　　　　：平均　　以上
正課外学習活動：平均4.47

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」50(48)
「社会的役割意識」　51(49)
「自然等に感動する心」45(44)
※( )は入学時
PROG 3年終了時平均スコア
「リテラシー」4.06(4.18)
「コンピテンシー」3.71(3.56)
※( )は2年開始時。リテラシーはレベ
ル判定変更あり。

H27現状(H27年度始め) H27達成状況(H27年度末) H28達成状況（H28年度末）H26現状(H26年度始め) H29達成目標

体験科目：平均3.71
知識修得科目：平均3.59
課題解決型学修科目
　　　　　　：平均4.03
正課外学習活動：4.25

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」51
「社会的役割意識」53
「自然等に感動する心」46

PROG 3年終了時平均スコア
「リテラシー」4.25
「コンピテンシー」3.37

体験科目：平均3.9以上
知識修得科目：平均3.5以上
課題解決型学修科目
　　　　　　：平均4.1以上
正課外学習活動：平均4.2以
上

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」51
「社会的役割意識」53
「自然等に感動する心」47

PROG 3年終了時平均スコ
ア
「リテラシー」4.25
「コンピテンシー」3.80

体験科目：平均3.98
知識修得科目：平均3.82
課題解決型学修科目
　　　　　　：平均4.01
正課外学習活動：平均4.25

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」50
「社会的役割意識」53
「自然等に感動する心」45

PROG 3年終了時平均スコ
ア
「リテラシー」4.48
「コンピテンシー」3.68

体験科目：平均4.0以上
知識修得科目：平均3.5以上
課題解決型学修科目
　　　　　　：平均4.2以上
正課外学習活動：平均4.2以
上

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」52
「社会的役割意識」54
「自然等に感動する心」50

PROG 3年終了時平均スコア
「リテラシー」4.00
「コンピテンシー」4.00

最終年度(H30)達成目標

最終年度(H30)達成目標

事業達成目標の進捗状況

H29達成目標

H26年度達成値(H27.4調査) H27年度達成値(H28.4調査) H28達成状況（H28年度末）事業開始時(H26.10調査)

H27現状(H27年度始め) H27達成状況(H27年度末) H28達成状況（H28年度末）H26現状(H26年度始め)

地域志向科目を設定

nEQ 2年終了時平均スコア
「リーダーシップ」51
「社会的役割意識」53
「自然等に感動する心」44

PROG 3年終了時平均スコア
「リテラシー」3.42
「コンピテンシー」3.48

最終年度(H30)達成目標H29達成目標



 

 
「地域志向科目」について 

 
大学 COC事業では、「地域での体験交流活動」「課題解決に必要な知識の修得」「ステークホルダーと
の協働による課題解決型学修」の学修サイクルにより、学生が地域に愛着を持ち、主体的に課題を発見
し、専門的課題解決力（知識をただ持っているだけでなく、知識を活用し、組み合わせ、また様々なス
テークホルダーや他の学生と協働し、地域社会に役立つ解決策を導き、実践することで身につけた専門
力を定着させる）を習得させることを目指している。これらの学修活動を通じて、県内のみならず、社
会で主体的に活躍できる人材を育成することが目的である。 
上記の学修サイクルに関わる科目を「地域志向科目」と定義し、平成 27 年度シラバスより、該当す
るカテゴリーを明示している。 
 
１．カテゴリーⅠ「地域での体験交流活動を教育内容に含む科目」 
・	大分県内の地域（学外）へ学生が出向き活動する内容がある。 
・	大分県内に所在する企業・団体等を訪問し、外部の人との交流（講話や意見交換を含む）が
ある。 

・	大分県内の企業・自治体・団体・住民の方を対象とした学生発表がある。 
（大分県内に関する調査・研究内容を含む場合は「カテゴリーⅠ」） 

･･･（例）農林業体験や高齢化が深刻な地域コミュニティに入っての住民との交流の中で、地域
のことを肌で感じ、自分たちの地域での役割を認識し、学修への意欲と主体性、ジェネ
リックスキル、人間力を高める 

 
２．カテゴリーⅡ「地域における課題解決に必要な知識を修得する科目」 

・	大分県内に関する歴史・文化・産業・社会・地域問題など大分に関する具体的な知識の教
授を行う内容（全国や県外と大分との対比を含む）がある。 

・	大分県内に関わるものをケーススタディとして扱う講義・演習がある。 
・	大分県内の企業・自治体・団体・住民の方の講話（ゲストスピーカー）がある（非常勤講
師が学問的なことのみを教授するケースは除く）。 

・	大分県内に関する調査・研究内容についての学生発表がある。 
・	カテゴリーⅢ「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修科目」において必要とな
る知識・技能を教授する内容がある（授業計画の学修内容に明示することが必要）。 

･･･（例）単に知識を獲得するだけでなく、獲得した知識を地域の題材や課題に結合する、もし
くは地域の題材や課題をもとに理論的な知識を構築するための能動的な学修（書く、話
す、議論する、分析する、発表するなど）を通じて、知識の活用法や思考・判断力を深
く認知化させる 

 
３．カテゴリーⅢ「ステークホルダーとの協働による課題解決型学修科目」 

・	大分県内の課題を解決する調査・研究内容を明示的に扱っている（ゼミ・卒研含む）。 
・	調査・研究内容を大分県内の企業・自治体・団体・住民の方を対象として学生発表してい
る。 

･･･（例）地域での実践活動により獲得した知識を活用してリアルな課題を発見、整理し、解決
策を立案し、実践する 

 



日本文理大学　平成29年度　地域志向科目　一覧表
構築する地域志向学修サイクル（H30年度目標：200科目以上） 地域志向のゼミ活動（H30年度目標：各学部ゼミ数の半数以上）

開講科目数(ｾﾞﾐ除) ゼミ・卒研ｸﾗｽ数 合計科目数 地域志向ゼミ数 全体ゼミ数 割合

32 科目 15 科目 47 科目
【工学部】
 卒業研究

16 研究室 38 研究室 42.1%

100 科目 60 科目 160 科目
【経営経済学部】
ゼミナールⅣ

18 ゼミ 19 ゼミ 94.7%

17 科目 16 科目 33 科目 合計 34 研究室・ゼミ 57 研究室・ゼミ 59.6%

149 科目 91 科目 240 科目

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

大分を知り、地域に貢献できる
素養を身につける

【必】大分学・大分
楽

森里海連環学と地球
的課題

【必】社会参画入門
【必】社会参画実習
１

【必】社会参画応用
【キャリア型】

【必】社会参画実習
２【キャリア型】

【必】人間力概論 現代社会要論
【必】産学一致の勧
め

起業学

自分を取り囲む世界と交流するため
の知識とスキルを身につける ヒューマンアート

第二外国語１（中国
語）

第二外国語２（中国
語）

ジェネリック養成１ ジェネリック養成２

大分の地域ブランド
創造体験

特別科目
提携講座（ボラン
ティア概論）

プロジェクト分野
ロボットプロジェク
ト入門１

ロボットプロジェク
ト入門２

ロボットプロジェク
ト基礎１

ロボットプロジェク
ト基礎２

研究キャリア分野
卒業研究（1）（通
年）

プロジェクト実習 流域生態論 環境計画論 環境・地域創造演習

データ解析演習 【必】地域再生論

建築基礎分野 【必】技術者倫理

設計製図１ 設計製図２ 設計製図３ 設計製図４ 設計製図５

設計製図４【インテリ
アデザインクラス】

ＣＡＤ１ ＣＡＤ２ ＣＡＤ３

建築生産分野
建設マネジメント演
習及び実習

建築法規分野 建築法規２

プロジェクト１（通
年）

プロジェクト２(通
年)

プロジェクト３(通
年)

建築フィールドワー
ク

提携講座(グローバルコ
ミュニティ演習)

インターンシップ

研究ゼミナールＡ
（2）

研究ゼミナールＢ
（３）

【必】卒業研究
（3）（通年）

研究ゼミナールＡ
（7）

研究ゼミナールＢ
（4）

【必】卒業研究
（4）（通年）

熱・原動機分野 【必】熱力学

プロジェクト分野
ロボットプロジェク
ト入門１

ロボットプロジェク
ト入門２

ロボットプロジェク
ト基礎１

ロボットプロジェク
ト基礎２

卒研分野
卒業研究（２）（通
年）

情報システム基礎分野 eビジネス入門 【必】ＩＴ基礎

メディア処理分野 データ解析及び演習

組み込み分野
情報システム回路入
門

組み込み演習

ネットワーク分野
【必】インターネッ
ト基礎

【必】インターネッ
ト応用

インターネット実践

データベース分野 データベース実践

情報デザイン基礎分野 コンテンツ企画論

視覚デザイン分野 ３Ｄ　ＣＡＤ応用

カテゴリー Ⅰ：地域での体験交流活動を教育
内容に含む科目
カテゴリー Ⅱ：地域における課題解決に必要な
知識を修得する科目
カテゴリー Ⅲ：ステークホルダーとの協働に
よる課題解決型学修科目

合計

工学部 情報メディア学科

2 3 4

教養基礎科目

人間力コア科目／コア科目

工学部 機械電気工学科

学年
1

工学部 建築学科

環境・地域分野

建築設計製図分野

研究・資格・インターン
シップ分野

工学部 航空宇宙工学科

汎用力科目



前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
2 3 4

学年
1

映像デザイン分野
取材実践・編集学及
び演習

初等教育のための
ICT活用１

初等教育のための
ICT活用２

キャリア開発分野 情報技術と職業-入門
情報技術と職業-演習
（通年）

情報技術と職業-実践
（通年）

プロジェクト演習分野
ロボットプロジェク
ト入門１

ロボットプロジェク
ト入門２

ロボットプロジェク
ト基礎１

ロボットプロジェク
ト基礎２

研究ゼミナールＡ
（2）

研究ゼミナールＢ
（2）

卒業研究（2）（通
年）

研究ゼミナールＡ
（２）

研究ゼミナールＢ
（２）

卒業研究（２）（通
年）

経済学入門

経営学入門 社会福祉入門

フィールド・スタ
ディⅠＡ

フィールド・スタ
ディⅠＢ

サービスラーニング
Ⅱ(通年)

サービスラーニング
Ⅲ(通年)

フィールド調査
(フィールド研修)

社会調査法
まちづくりマーケ
ティング

まちづくりマーケ
ティング演習

地域ブランド論

観光学入門 観光ビジネス論 地域経営論 地域企業論

地域イノベーション
論

日本経済事情 日本経済論 ＮＰＯ・ＮＧＯ論

ミクロ経済学

財務諸表論 金融論 国際金融論

経済政策論

憲法Ａ 憲法Ｂ

労働法 行政法

簿記入門 原価計算論Ａ 原価計算論Ｂ 管理会計論Ｂ

監査論Ａ 監査論Ｂ

地域とスポーツ スポーツ法学

特殊講義（スポーツイ
ベント実践）(通年)

スポーツリテラシーⅥ
(スポーツビジネス実
践)(通年)

スポーツトレーナー分野
スポーツリテラシーⅢ
(スポーツコンディショ
ニング)

ストレングス＆コンデ
イショニング指導法(通
年)

フィールド・スタ
ディⅠＡ

フィールド・スタ
ディⅠＢ

ボランティア実習(通
年)

社会保障論Ａ 社会保障論Ｂ

サービスラーニング
Ⅱ(通年)

サービスラーニング
Ⅲ(通年)

児童福祉論 福祉経営論

地域福祉論 社会福祉原論Ａ 社会福祉原論Ｂ

相談援助の基盤と専
門職Ａ

相談援助の基盤と専
門職Ｂ

社会福祉調査法

社会福祉援助技術演
習Ⅰ(通年)

社会福祉援助技術演
習Ⅱ(通年)

公的扶助論
コミュニティワーク
論

社会福祉援助技術現
場実習(通年)
社会福祉援助技術現
場実習指導(通年)
コミュニティワーク
演習(通年)

コミュニティワーク
実習(通年)

家族援助論(通年) 就労支援サービス 権利擁護と成年後見

心理学 青年心理学 発達心理学 精神保健学

児童心理学 臨床心理学 カウンセリング

ＩＴシステム分野 データ解析Ａ

特別科目分野 フィールドワーク
提携講座(グローバルコ
ミュニティ演習) 短期集中語学研修

ゼミナールⅢ（１）
（通年）

ゼミナールⅣ（１）
（通年）

ゼミナールⅡＡ
（9）

ゼミナールⅡＢ
（9）

ゼミナールⅢ（９）
（通年）

ゼミナールⅣ（９）
（通年）

ゼミナールⅡＡ
（5）

ゼミナールⅡＢ
（４）

ゼミナールⅢ（4）
（通年）

ゼミナールⅣ（2）
（通年）

※備考
研究ゼミナールA、研究ゼミナールB、卒業研究、ゼミナールIIA、ゼミナールIIB、ゼミナールIII、ゼミナールIV の（）内の数字は、地域志向科目としての登録クラス数。

ゼミナール分野

経営経済学部 経営経済学科

専門基礎分野

地域マネジメント分野

経済学分野

法律学分野

会計ファイナンス分野

スポーツビジネス分野

社会福祉分野

心理学分野

ゼミナール分野



!�� 

!���

 �#!

!��� �%!

 �# 

 �"#

!�� 

!��!

 �# 

!���
!���

 �% 

 �$�

�

��"

 

 �"

!

!�"
�����

	��

04.5�

,12/+6

-35�

�(�&*

��

��
�)

'��


����

���

����

� ��

3.23
3.34

2.88

3.23
3.32

3.12

3.64

3.62

3.33

3.74

3.65

3.61

2
2.5
3

3.5
4

4.5
�����

	��

04.5�

,12/+6-35�

�(�&*��

��
�)'��
1�10�

1����

【教育における目標】 ルーブリックによる地域創生人の能力評価
本事業では、地域創生人として育成する能力として、基盤となる学部によらず共通した力

（ジェネリックスキル）とあわせて、専門的課題解決力を挙げている。専門的課題解決力を測
定、評価するにあたり、本事業では、地域志向への態度を含めた次ページのルーブリック表を
作成した。ルーブリックとは、パフォーマンスの質を量的に評価するために用いられる評価基
準で、１つ以上の評価観点（＝評価規準、求める具体的なスキルや知識）とそれについての１
つ以上の数値的な評価尺度（達成レベル）及び尺度の中身（認識や行為の特徴）を説明する評
価基準の記述語からなる。
本事業では、後述の外部テストとの整合性を考慮しながら、ルーブリック表の妥当性や実行

可能性を探るため、ジェネリックスキルを含めたルーブリック表を作成した。本年度も昨年度
と同様、評価の蓄積として、１年生は後期開始時と終了時に、２～４年生は学年終了時にそれ
ぞれ学生による自己評価を実施した（４年次は集計中）。

＜１年生の自己評価結果＞

＜ ２年生及び３年生の自己評価結果＞

現１年生（2017年入学生）の後期開始時及び終了時の結果の平均スコアを下図に示す。いずれ
も統計的に有意な差が認められた。

現２年生（2016年入学生）及び現３年生（2015年入学生）の各学年終了時の結果の平均スコア
を下図に示す。

N＝545名
��

２年生：N＝472名
３年生：N＝260名

※１年生は専門的課題解決
力を除く
※レベルは次ページルーブ
リック表のレベル６を
除く６段階評価
※ **：1%有意

※レベルは次ページルーブ
リック表の７段階評価
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本項目は，大学全体で取り組んでいる文部科学省「地（知）の拠点整備事業（ＣＯＣ）」での地域創生人材育成にかかる能力群を示しています。

レベル
評価項目　（観点）

該当レベルに○→

該当レベルに○→

該当レベルに○→

該当レベルに○→

該当レベルに○→

該当レベルに○→

問２　あなたが所属した学科の専門教育のうち，あなた自身が一番得意もしくは習得した専門分野の番号１つに○をつけて下さい。
　　　（必ずしもあなたが選択しているコースである必要はありません。一番近い分野を選んで下さい。）
　○機械電気工学科　→　①機械　　②電気　　③エネルギー　　④自動車　　⑤ロボット　　⑥電子　　⑦機械と電気の融合
　○建　築　学　科　→　①建築デザイン　　②建築工学　　③インテリアデザイン　　④まちづくり　　⑤土木　　⑥地域創生　　⑦環境
　○航空宇宙工学科　→　①航空機整備　　②航空機設計　　③宇宙機器設計　　④航空機製造　　⑤宇宙機器製造　　⑥宇宙システム開発
　○情報メディア学科→　①ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ　　②ｳｪﾌﾞｻｲﾄ構築・開発　　③組み込みｿﾌﾄ開発　　④映像ﾃﾞｻﾞｲﾝ　　⑤情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ　　⑥eビジネス
　○経営経済学科　　→　①ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ　　②会計ﾌｧｲﾅﾝｽ　　③ｽﾎﾟｰﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ　　④ｽﾎﾟｰﾂﾄﾚｰﾅｰ　　⑤社会福祉　　⑥心理

問３　問２であなたが選んだ専門分野について，以下のルーブリックのレベルを読んで，卒業時点であてはまる自己評価レベルに○を記入して下さい。
レベル

評価項目　（観点）

該当レベルに○→

２ １

　学籍番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：

　
（
課
題
解
決
の
た
め
の
思
考
と
ツ
ー
ル
を
使
い
実
践
す
る
）

（
Ａ
）
対
課
題
基
礎
力

（
人
と
よ
い
関
係
を
つ
く
る
）

（
Ｂ
）
対
人
基
礎
力

（
自
律
的
に
行
動
す
る
）

（
Ｃ
）
対
自
己
基
礎
力

（
地
域
に
対
し
て

　
主
体
的
に
行
動
す
る
）

（
Ｄ
）
地
域
に

　
　
対
す
る
興
味

分類 ７ ６

レベル５に加え，
解決すべき地域や
社会の課題に対
し，専門知識を応
用・活用して課題
解決に実践的に取
り組み，解決に導
くことができる。

レベル４に加え，解決
すべき地域や社会の課
題に対し，専門知識を
応用・活用して課題解
決に取り組むことがで
きる。

学んでいる専門分野の
知識を身に付けるとと
もに，それをどのよう
に地域や社会に応用・
活用できるかを考える
ことができる。

学んでいる専門分
野の知識を獲得し
ようとする姿勢が
ある。

レベル２を達成で
きていない。

（
E
）
専
門
的

　
　
課
題
解
決
力

学んでいる専門分
野の知識をある程
度身に付けてい
る。

５ ４ ３

専門知識と実践的
応用力

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

レベル５に加え，
自ら発見した解決
すべき課題を具体
的に解決すること
ができる。

与えられた情報の
中から，問題を洗
い出したり，分析
することができ
る。

自分の考えを他者
に対して，論理的
に表現することは
できるが，論理性
や表現力において
未熟な点がある。

学び続ける姿勢

※ここでの「地域」は
大分に限らず，自分が
生まれ育った「地域」
などを含む。

６

レベル５に加え，
困難な状況に直面
しても，常に積極
的にチャレンジ
し，状況を打開で
きる。

レベル５に加え，
異なる意見が出た
場合にも，理路整
然とした説明や反
論，柔軟な対応が
でき，相手を説得
することができ
る。

レベル５に加え，
多様な世代・立場
の人を巻き込むこ
とができ，適切な
対応を取り，チー
ムを率いていくこ
とができる。

レベル５に加え，
常に社会の動きを
注視し，将来を見
越して柔軟に自分
自身が取るべき学
びや行動を変化さ
せ，継続的に実行
できる。

与えられた情報の中か
ら，問題を広い観点か
ら洗い出したり，分析
することで，問題を発
見したり，解決すべき
課題を設定しようと試
み，一定程度の課題発
見・設定ができる。

与えられた情報の
中から問題を発見
したり，解決すべ
き課題を設定しよ
うとする姿勢があ
る。

レベル２を達成で
きていない。

ＣＯＣ事業「地域創生人材」育成にかかる卒業時自己評価ルーブリック（2018年3月）

問１　各観点について，ルーブリックのレベルを読んで，卒業時点であてはまる自己評価レベルに○を記入して下さい。

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

レベル５に加え，
自分が地域を良い
方向に変えていく
という強い意志を
持って実践的に取
り組むことができ
る。

活動の中で設定さ
れた目標達成に向
けて取り組もうと
する姿勢がある。

レベル２を達成で
きていない。

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

様々な経験やふりかえ
りを通じて得られた，
自分自身がとるべき学
びや行動を継続してい
る時に，障害が生じた
としても，それを乗り
越えるための方法を考
え，粘り強く実行して
いる。

自分の考えを他者
に対して，論理的
に表現しようとす
る姿勢がある。

レベル２を達成で
きていない。

グループ内で自ら
進んで情報を伝え
たり得たりするこ
とができる。

レベル２を達成で
きていない。

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

地域の課題に対して，
積極的に関心を持ち，
地域特有の課題を見つ
けようとしている。

地域の課題に対し
て関心を持ち，一
般的な課題を見つ
けようとしてい
る。

地域の課題に関心
を持つことができ
る。

レベル２を達成で
きていない。

レベル２を達成で
きていない。

分類 ７

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

様々な経験やふりかえ
りを通じて，今後自分
自身がとるべき学びや
行動が明らかになった
時に，それを継続的に
行う方法を考え，実行
している。

様々な経験やふり
かえりを通じて，
自分自身がとるべ
き学びや行動が明
らかになった時
に，それを継続的
に行おうと試みて
いる。

様々な経験やふり
かえりを通じて，
自分自身がとるべ
き学びや行動を考
えようとする姿勢
がある。

２５ ４ ３

地域志向への態
度

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

グループ内で自分
の役割を果たしつ
つ，自ら進んで情
報を伝えたり得た
りすることができ
る。

レベル６を満たし
た上で，そのレベ
ルを越えることが
できる。

活動の中で設定した目
標に向けて，状況をふ
まえながら，積極的に
チャレンジできる。

活動の中で設定さ
れた目標達成に向
けて積極的にチャ
レンジできる。

地域の課題に積極的に
関心を持ち，地域特有
の課題を見つけ，地域
に対して自分が何がで
きるかを考えながら取
り組むことができる。

グループ内で自分の役
割を果たしつつ，自ら
進んで情報を伝えたり
得たりすることがで
き，周囲の状況にも気
を配ることができる。

課題発見・解決
力

実践力

プレゼンテー
ション力

チームで活動す
るためのコミュ
ニケーション力

１

プレゼンテーションの
方法を一定程度習得し
ており，自分の考えや
計画について，論理的
に説明することができ
る。

与えられた情報に加
え，自らの既存の知識
を生かし，問題を発見
したり，解決すべき課
題を設定することがで
きる。

活動の中で設定した目
標に向けて，状況をふ
まえながら，新しいア
イデアを出し，積極的
にチャレンジできる。
さらに，その経験を次
の活動に活かすことが
できる。

レベル４に加え，世代
等が多様な集団や，立
場が異なる相手に対し
て，会話や文書などを
用いたコミュニケー
ションを取ることがで
き，適切な対応が取れ
る。

プレゼンテーションの
方法を習得しており，
自分の考えや計画，構
想について論理的に説
明でき，相手を納得さ
せることができる。
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【教育における数値目標】 ジェネリックスキルの育成
本事業では、地域創生人として育成する学部によらず共通した能力として、地域で活躍する

ためのこころの力と汎用的技能を挙げており、具体的には「リーダーシップ」「社会的役割意
識」「自然や美に感動する心」「リテラシー（知識を活用し問題解決する力）」及び「コンピ
テンシー（経験から学ぶ力）」などとしている。
本事業における「地域志向科目」による教育プログラムを通じて、これらの能力の成長を適

切に評価するため、「こころの力」を測る外部テスト（ｎＥＱアセスメント）を入学時及び
２年終了時に、「リテラシー」及び「コンピテンシー」を測る外部テスト（ＰＲＯＧ）を２年
当初及び３年終了時に実施している。

＜こころの力の成長 : nEQアセスメント＞

＜リテラシー及びコンピテンシーの成長 : PROG＞

現２年生（2016年入学生）の入学時及び２年終了時の結果を下図に示す。
いずれも統計的に有意な差が認められた。

現３年生（2015年入学生）の２年当初及び３年終了時の結果を下図に示す。
いずれも統計的に有意な差が認められた。

※スコアは偏差値表示
※**：1%有意、*：5%有意

N＝467名��

��
�

4.06
4.18 '


��

(
���

N＝295名

※スコアは７段階表示
※リテラシーは２年当初時と３年終了
時において、レベル設定が変更され
た（難易度が上がった）ため、デー
タの連続性がない。ただし、全国平
均の下落幅に比べ、本学の下落幅は
小さい。
※*：5%有意
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・知識を活用して
課題を解決する
力

・習得した
知識を
活用する
ことで
育てられる

・経験を積むこと
で身についた

行動特性
・

・経験を
振り返り
意識して
行動する
ことで
育成される

リテラシー コンピテンシー知
識
を
学
ぶ

経
験
を
積
む

知的
コンピテンス

社会的・
コミュニケー
ション
コンピテンス

学び続ける力
の素養

どんな仕事
にも
移転可能な力
の素養

ＰＲＯＧでは、基礎力を「リテラシー」と「コンピテンシー」の２側面から測定している。
「リテラシー」とは、知識を基に問題解決にあたる力で、知識の活用力や学び続ける力の素養をみるもの。
「コンピテンシー」とは、経験から身に付いた行動特性で、どんな仕事にも移転可能な力の素養をみるもの。

【nEQアセスメントの概要】

【PROGの概要】

河合塾・リアセック PROG資料より

労務行政資料より

＜参考＞



	2．大学COC事業	プロジェクトシート



日本文理大学COC事業
『豊かな心と専門的課題解決力を持つおおいた地域創生人材の育成』

体感。感動。感謝。体感。感動。感謝。

豊かな自然と歴史や文化を大切に守り続ける、素晴らしき大分県が、私たちのキャンパスです。

2017年度 COC事業 プロジェクトシートリスト

「小規模・高齢化が深刻な集落におけるコミュニティの維持・活性化」
1-1 豊後大野市大野町土師地区における住民と学生による地域コミュニティ維持活動
1-2 木佐上「まなび庵」〜木佐上 IT 講習会〜
1-3 留学生料理教室による佐賀関の交流会
1-4 豊後大野市大野町土師地区における地域体験交流活動研修  『プロジェクト 1』の取り組み
1-5 高齢者向けものづくり教材の開発
1-6 豊後大野市ふるさと体験村における『建築マネジメント演習および実習』の取り組み
1-7 豊後大野市大野町土師地区における『環境･地域創造演習』の取り組み
1-8 地域と学生の協働による豊後大野市ふるさと体験村「開村式」の運営
1-9 佐賀関半島における地域体験交流活動研修『プロジェクト 1』の取り組み

「人口減少社会を支えるための先進的な” ものづくり”」
2-1 『地域にいきるものづくり』を目指したプロジェクト科目の実践
2-2 ものづくりによる地域貢献 ~ 被災時避難所としての廃校活用提案 ~
2-3 生きがいのあるくらしを創るオープンイノベーションワークショップ
2-4 ロボメカデザインコンペ 2017 への取り組みを通した地域課題への挑戦
2-5 地域経済を考慮した地域課題取り組みに向けたプラットフォーム構築

「自然の積極的な活要による保全と地域活性化」
3-1 佐賀関半島・触れる観光プロジェクト
3-2 地域資源を活用した地域観光プロモーションにおける需要予測に関する研究
3-3 豊後大野 PR 動画プロジェクト
3-4 豊後大野酒蔵巡りプロジェクト
3-5 豊後 DEN 説 2nd Generation
3-6 あそぼーい！ポストカードプロジェクト
3-7 学生の地域資源を活用した観光プロモーション活動におけるコースを横断した教育改革

「商店街の活性化による地域振興」
4-1 地域企業向け「地域創生人材」育成のためのマネジメント実践講座
4-2 「シカケ」から見える地域課題　シカケプロジェクト
4-3 「おおいた地域創生リーダー養成講座 2017 in 三重町」の取り組み
4-4 大分市佐賀関･関地区における『環境･地域創造演習』の取り組み

「健康増進及び生活支援によるコミュニティの維持化」
5-1 大学で楽しく学ぼう !! 小学生対象 NBU 体験教室 2017
5-2 豊後大野市内の小中学生における社会的スキルの学校規模による比較と予防的心理教育プログラムの展開
5-3 総合型地域スポーツクラブの教室･イベントを通した教育実践活動
5-4 地域住民を主体とした地域づくりによる介護予防に関する域学協働研究
5-5 地域住民主体の地域づくり支援
5-6 住民主体の地域活動について

「NPO 法人の活動・経営支援」
6-1  地域活性化プロジェクト「楽 . 楽マルシェ」での取り組み

「地域ブランドの発掘による交流人口の増加・産業の活性化（6 次化）」
7-1 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 NBU ビデオ通信」
7-2 交流人口拡大による佐賀関半島の活性化に関する研究
7-3 大分市佐賀関･関地区の地域課題解決を目指す「さがのせきローカルデザイン会議」の取り組み

「「おおいた、つくりびと」育成のための地域志向科目・正課外活動」
L-1 教養基礎教育における地域志向科目の全学必修化
L-2 身近な政策課題を題材とした課題解決型学修
L-3 地方創生のための学生目線による地域企業リクルートビデオ制作プロジェクト
L-4 小学生のお仕事発見ランド in 佐賀関
L-5 Kids Smile Project
L-6 ジェネリックスキル養成研修











coc-nbu.jp

2017 年度

〒870ｰ0397 大分県大分市一木1727
TEL: 097 - 592 - 1600( 大代表）
    Web : http://www.nbu.ac.jp
【COC事業担当】
TEL/FAX : 097 - 524 - 2663( 直通）
    Web : http://coc-nbu.jp
    e-mail : coc@nbu.ac.jp















　人は視覚から日々の情報の多くを取り入れて
いる。しかし、人は老いとともに視覚の低下
をきたす。また、生まれつきの視覚障碍や生
まれてからの病気（糖尿病や白内障等）により、
視覚からの情報に制限を受けている方々がい
る現状がある。今回、視覚からの情報量の不
足により活動範囲の縮小や、社会参加場面の
減少をきたしている方々を対象とし、簡易的に
使用できる視覚補助器具を開発したいと考え
た。
形態に関して、幅広い方々を対象としたため、
最も視覚情報の補助手段として身近である眼
鏡をモチーフとした。眼鏡の両サイドのアーム
部分にはカメラが設置されており、前方にいる
人間や物体を認識する。また、片方のモダン
部分にイヤホンが設置され、音声情報へと変
換された先ほどの情報を、使用者へと伝達す
る。それにより、危険場面の回避に繋がる。
この機能により、使用者は安全に外出が出来
る場面が広がり、使用者の活動範囲拡大や社
会参加場面の増加へと繋げることをできるので
はないかと考えた。

久多良木 茜 （大分リハビリテーション病院）
是永 拓郎 （シェルエレクトロニクス株式会社）
大塚 柊 （日本文理大学）
高瀬 朝香 （大分県立看護科学大学）
河面 亜実（大分県立看護科学大学）

機動戦士 ネギ×塩×タン

①

②

③

④

Seen Glasses を実際にかけた様子

マイク部分の構造
メガネ両側に設置されたマイクから周囲の音源を検知する

メガネの両側にマイクをつけた様子

メガネ両側のマイクに設置されたマイクが話し声を拾うこと
で、視線の方向と音源があっているかを確認します。視線と
音源がずれている場合は、使用者にバイブレーションで知ら
せてあげます。

Seen Glasses

概略寸法

見えなかったものを見えるようにする

①

② ③ ④

Owner: AKANE Kuratagi , TAKURO Korenaga, SHU Otsuka, ASAKA Takase, AMI Kawamo, 2017 Hallow Workshop committee
"Seen Glasses" is licensed by 2017 Hallow Workshop committee under the Creative Commons - Attribution license.  

Title: Seen Glasses

















































前期 後期 前期 後期

大分を知り、地域に貢献でき
る素養を身につける

【必】大分学・大分楽（２） 森里海連環学と地球的課題（２）

【必】社会参画入門（２） 【必】社会参画実習１（１） 【必】社会参画応用（２） 【必】社会参画実習２（１）

【必】人間力概論（２） 現代社会要論（２） 【必】産学一致の勧め（２） 起業学（２）
自分を取り囲む世界と交流するた
めの知識とスキルを身につける ヒューマンアート（２） 第二外国語１（中国語）（２） 第二外国語２（中国語）（２）

ジェネリック養成１（１） ジェネリック養成２（１）

大分の地域ブランド創造体験（２）

特別科目 提携講座（ボランティア概論）（２）

学年
1 2

教養基礎科目

人間力コア科目／コア科目

汎用力科目













	3．地域志向プロジェクト研究
　		卒業研究 ･論文	地域志向関連リスト

平成 29 年度 地域志向プロジェクト研究 実施報告書  
・地域資源を活用した地域観光プロモーションにおける

需要予測に関する研究
・高齢者向けものづくり教材の開発
・地域経済を考慮した地域課題取組みに向けた

プラットフォーム構築

平成 29 年度 卒業研究 ･ 論文 地域志向関連リスト  

. 
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地域資源を活用した地域観光プロモーションにおける 
需要予測に関する研究 

今西衞†、本村裕之†、工藤順一‡、舛田佳弘†、山城興介† 
†経営経済学科地域マネジメントコース、‡経営経済学科会計ファイナンスコース 

 
本学学生が提案している観光ツアーなどが実現可能であるかを判断するため、アンケートデー
タに基づいた需要予測分析を行った。本年度は、東京都、大阪府の大都市、大分県から近い中
核都市である福岡県、そして、大分県を対象に、観光地の認知度、学生が考えた観光促進プロ
グラムの需要予測を行い、実現可能性を検証した。学生の考えた観光促進プログラムは、東京
都、福岡県からの観光客誘客に有効であることが分かった。関係機関と連携し、観光誘客につ
なげていきたい。また、これまで認知度が高かったと思われていた観光地も近年は認知度が低
いことも分かった。これらについてはPRとともに今後の課題としたい。 

 
 
１．研究の目的 
大分県は「日本一のおんせん県おおいた」を
標榜するなど、日本でも有数の温泉地であり
観光資源には恵まれている。しかし、豊後大野
市は県内で温泉がない自治体の一つである。
産業も第 1 次産業が中心で、高齢化率も 38% 
（県内 3 位）と高い。一方で、豊後大野市に
は、ジオパークなどの地域資源が数多く存在
するが、これらが顕在化されておらず有効な
地域観光資源となっていない。 
経営経済学科では、平成27年度よりサービ
スラーニングなどの講義を通じて、豊後大野
の観光における地域資源の魅力の発見や現状、
課題を議論し、ＮＢＵチャレンジＯＩＴＡ 
地域創生活動報告会 2016 および 2017
（2016年、豊後大野市）、2016年ものがたり
観光行動学会第６回年次大会九州広域観光シ
ンポジウム「普段使いのローカル線『沿線の日
常』が注目される観光の時代」（2016年、大分
市）、などにおいて、学生おすすめのツアープ
ランを提案し豊後大野の PR動画、ポスターな
どを製作した。 
本年度も学生自身による豊後大野のプロモ
ーション活動を行った。PR動画プロジェクト、
VR プロジェクト、酒蔵ツアープロジェクト、
ポストカード・あそぼーいプロジェクトなど
多岐にわたった。これらの活動の中で、学生が
一生懸命活動を行っているにもかかわらず、
その成果が、広く一般に浸透していない結果
を踏まえ、学生らは発想を転換し、みんなに動
画や写真を撮影し、SNS に投稿してもらう仕
組みにいきついた(図 1)。 
研究代表者らは、こうした学生の提案にエ
ビデンスに基づく提案の補強を行うことで、
学生の提案が実現可能であるか判断すること
ことを目的とする。 

 
図 1 学生が提案した 

フォトコンテストプログラム 
 
まず、学生が提案したフォトコンテストプ
ログラムを簡単に紹介しよう。これまでのフ
ォトコンテストは、開催期間が短く、写真家な
どが審査員となり、芸術的な写真を選んでい
るが、そもそもフォトコンテストが開催され
ていることを、海外を含め、広く多くの人が知
っていない現実がある。結果として、市民中心
の参加型となり、情報発信としては弱い傾向
がある。近年、バズやインフルエンサーと言う
言葉に代表されるように、SNS に利活用によ
って、爆発的に情報が普及することがある。そ
こで、学生らは、SNS に投稿してもらう仕組
みに着目した。 
まず、観光客が観光地に訪れ、写真や動画を
撮影し、SNS に投稿する。投稿された内容は、
フォロワーなどから「いいね」などの評価を受
ける。その評価数を、点数化し、評価の高いも
のを抽出し、写真などを使ってグッズ化する。
もちろん、使用許可を事前にとっておく。グッ
ズ販売の売上の一部を投稿者に還元すること
で、いつの間にか、臨時収入となり、YouTuber
のように、広告収入目的に PRしてくれる観光
客を呼び込もうと言う戦略である。同時に、
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「いいね」の評価が高い写真は、それをみた人
にも観光に行きたいと思わせる誘因を持つ。
これらの効果もねらっている。 
 
２．研究の方法 
学生の提案を補強するために、アンケート
調査を行った。東京都、大阪府、福岡県、大分
県居住者を対象としたインターネット調査で
実施日は 2017 年 12 月 22 日(金)-25 日(月)の
期間、対象年齢は 20 代から 60 代、サンプル
数は各都府県 125 名である(図 2)。 
 

 
図 2 サンプルプロフィール 

 
３．研究成果 
3-1 現状分析 
普段、SNS を利用しているかたずねたとこ
ろ、以下のような結果となった。 
 

 
図 3 SNS の利用状況 

 
LINE は、30 代 40 代を中心に多く、
Facebook は 30代が中心、Twitter は、30 代
が中心、Instagram は女性の利用が多いことが
分かった。また、30代男性で SNS を利用しな
いが多かった。 
次に、観光に行った際、その内容を SNSに
投稿するかたずねた。旅行については SNS に
投稿しない人が多いことが分かる。LINE や
Facebook など閉鎖的な SNS に投稿する傾向
がある。Twitter や Instagram は女性の投稿が
多いことが分かった。 

 
図 4 旅行での SNS 利用状況 

 
次に、過去 5 年間での観光の目的について
たずねた。各都府県の傾向として東京は自然
を求め、大阪は食を求め、福岡は、くつろぎを
求め、大分は体験を求めていることが分かっ
た。 
 

 
図 5 過去 5年間の観光の目的 

 
同様に、過去 5 年間での大分への観光の目
的についてたずねた。温泉は所与として、東京
は自然や歴史を求め、それ以外は、食やくつろ
ぎを求めていることが分かった。 
 

 
図 6 過去 5年間の大分への観光の目的 

 
次に、豊後大野市の観光地の認知度につい
て調べた。比較的認知度が高いと思われる「東
洋のナイアガラ」と呼ばれる原尻の滝と、「雪
舟も描いた」沈堕の滝についてたずねた。いず
れも大分を除いて認知度は非常に低かった。 
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図 7 原尻の滝の認知度 

 

 
図 8 沈堕の滝の認知度 

 
認知度の比較対象のために、豊後大野市近
隣の観光地の認知度をたずねた。竹田市は湯
治として有名であり、観光に力を入れており、
街並みの整備されている。滝廉太郎の「荒城の
月」の舞台となった岡城址と、最近まで歩行者
用吊橋日本一であった九重“夢”大吊橋につい
て認知度をたずねた。 
 

 
図 9 岡城趾の認知度 

 

 
図 10 九重“夢”大吊橋の認知度 

 
次に、大分県で比較的有名と思われる、磨崖
仏としては日本初、彫刻として九州初の国宝
となった臼杵石仏の認知度をたずねた。やは
り、認知度が低いことが分かった。 
 

 
図 11 臼杵石仏の認知度 

 
これらの結果は非常にショッキングである。
大分県は温泉の再ブランド化には成功してい
るが、観光地としての認知度がないことを意
味している。観光地の認知度向上として、東京、
大阪をターゲットとするならば、九州広域観
光を真剣に考えなければならないことを意味
している。 
さて、本研究は、COC事業の一環であるが、
COC中間報告会にて、これらの研究活動報告
を行ったところ、大分県から、ユネスコエコパ
ーク(BR)についても調べて欲しいとの要望が
出てきた。アンケート調査前のため、調査分析
をすることができた。このように、プロジェク
トの途中で、新たなステイクホルダーと協働
で活動できたことは、本研究活動の意義が認
められたと思われる。 
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以下、BRについての集計結果である。 
 

 
図 12 綾の認知度 

 

 
図 13 祖母・傾・大崩の認知度 

 
紙面の都合上、すべては掲載しないが、総じ
て認知度は低い傾向にあるが、大分県は他地
域の BRに対しても関心がある傾向があり、啓
蒙活動が功を奏していると思われる。 
 
3-2 需要予測 
プログラムを行うことでの来訪意向、支払意
思額、返礼品などについてたずねた。 
 

 
図 14 フォトコンテストプログラムへの 

来訪意向 
 
この結果、来訪意向が高いことが分かった。
また支払意思額も東京都は交通費を除いて 2

万円と高額であることが分かった。学生が考
えた返礼品は、Tシャツを想定していたが、ア
ンケートによると、ふるさとの食材が圧倒的
であった。 
 
表 1 豊後大野市への観光での支払意思額 

 
 
 

 
図 15 返礼品は何がよいか 

 
４．今後の展開 
学生提案のプログラムは非常に有用である
ことが分かった。また、返礼品はふるさとの食
材が圧倒的であることから、豊後大野の 6 次
化は必須である。また、本研究は、豊肥本線沿
線の地域活性化も目論んでいるので、これら
についてもステイクホルダーとともに研究お
よび事業化に結びつけていきたい。 
 
５．主な発表論文等 
〔雑誌論文〕（計２件） 
1．本村裕之、今西衞, “地域魅力資源に対する需要予
測に関する基礎的研究”, 不動産学会論文集 33, 
pp120-125, 2017, 査読無. 
2. 本村裕之、今西衞、工藤順一、舛田佳弘, “地域資源
を活用した観光ツアープランの需要予測に関する研
究”, 日本文理大学紀要, Vol.45-46, pp.239-pp.245 
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月 16日 大阪産業大学) 
2. 今西衞、本村裕之、工藤順一、舛田佳弘、山城興介, 
地域資源を活用した地域観光プロモーションにおけ
る需要予測に関する研究”, チャレンジ OITA 地域
創生活動報告会（2018年 2月 21日豊後大野市役所）  
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高齢者向けものづくり教材の開発 
鈴木秀男*1､ 松永多苗子*1､ 足立元*1､ 星芝貴行*1､ 稲川直裕*2  

平居孝之*3､ 濵永康仁*3 
*1情報メディア学科  *2機械電気工学科  *3建築学科 

 
昨年度から高齢者向けのものづくり教材の開発に取り組んでいる。昨年度は、高齢者を対象
としたものづくり教室、高齢者と子供たちとの合同ものづくり教室を展開してきた。この中
で、多くの有意義な意見や実施者としても多くの気付きがあった。本年度は、頂いた意見や
気付きに基づき、昨年度に開発した教材の改良と新規教材の開発、情報端末における開発環
境の構築に取り組んでいる。本報告では、本年度取り組んでいる教材開発について、その成
果についてまとめる。 

 
 
１．はじめに 
昨年度から高齢者向けのものづくり教材の
開発に取り組んでいる。昨年度は、高齢者の反
応を確かめるとともに、高齢者からの意見、施
設担当者からの意見、実施者としての気付き
をもとに教材を改良してきた。高齢者のみの
ものづくり教室、高齢者と子供たちとの合同
ものづくり教室を実施する中で、高齢者や子
供たち、地域との連携を通して、ものづくり教
室が高齢者支援に有効であるという手ごたえ
を感じている。このようなものづくりを通し
て、健全な高齢者を維持でき、子供たちと高齢
者との懸け橋となり、地域の活性化に貢献で
きればと考えている。 
本報告では、昨年度に完成した教材の改良
と、新規教材の開発に取り組んだ成果につい
てまとめる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、ものづくりを通して健全な高
齢者を維持することを目的としている。もの
づくりは、指先を動かし、形や色を判断する作
業である。作業は高齢者や子供たちを対象と
するため、簡単にできるように工夫している。
この作業を通して、脳の活性化が期待できる
とともに、コミュニケーションの促進や生き
がいの認識につながることも期待できる。 
ものづくりを通して、高齢者の機能回復あ
るいは機能維持につながり、認知症の予防に
効果があれば、徘徊高齢者自体を減少できる
ものと考えている。 
教育への還元では、高齢者や子供たちの意
見をもとに、どのような教材開発、どのような
改良が最適なのかを考えることで、地域の抱
えている問題を認識し、自らの手で開発した
教材が地域に役立っていることを認識するこ
とで地域に根差した人材を育成することがで

きる。また、高齢者や子供たちに教えることで、
学生自身の人間力の向上にもつながるものと
考えている。 
 
３．研究の方法 
本研究では、マイコンを用いた電子工作を
主に扱う。通常、電子工作では、プリント基板
に部品を実装するために、はんだ付け等の作
業が必要となる。しかし、高齢者を対象とする
ため、やけど等のリスクを避け、安全で安心、
時短で修正も容易なブレッドボードを使用す
る。ブレッドボードの使用においては、高齢者
を意識して、以下の点を工夫している。 
・認識しやすいようにジャンパ線は平面配線
とし、立体交差や斜め線は使用しない 
・取り扱いが容易になるように部品はボード
から浮かないようにする 
本年度は、以下の 3 点について検討してき
た。 
I．昨年完成した教材の改良 

昨年は 3 つの試作教材からはじまり、
高齢者や施設担当者、気付き等を踏ま
えて、何度か改良を重ねてきた。しか
し、細かい点で、まだ改良の余地はあ
り、さらなる改良を実施している。 

II．新規教材の開発 
ものづくり教室を通して、多くの要望
を頂いている。これらの要望に基づい
た新規の教材を開発している。 

III．情報端末による開発環境の構築 
ものづくり教室を開催する中で、プロ
グラミングに興味を持つ高齢者や子供
たちも多く、簡単に操作できる情報端
末を構築している。 

 
４．研究の成果 
４．１ 昨年完成した教材の改良 
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 昨年度は、電子オルゴール、電子サイコロ
（アナログ表示）、電子サイコロ（デジタル表
示）の 3 種類の試作教材から改良を重ねてき
た。電子サイコロは工作の難易度として、適当
であることが分かり、高齢者の評判も良かっ
た。試作教材は図1のようなものであったが、
色々な意見や指摘を頂く中で、最終的に図2の
ように変化した。 
 

 
図 1 電子サイコロ（試作版） 

 

 
図 2 電子サイコロ（昨年度の完成形） 

 
 図 2 において、サイコロの目の 1 や 5の時
に点灯する中心の LEDがボードの性質上、ど
うしても中心位置に来ない。リード線部を広
げて、全体の目の中心となるように配置を変
更することもできるが、部品も取り付け難く
なることから、LED のレイアウト自体を変更
することにした。案としては、図 3 のような
パターンが考えられる。 
 

 
図 3 アナログ表示のレイアウト 

 
 この中で、右端のパターンを使うことにし
た。このパターンは左右と上下が対象となっ
ており、完成したボードで縦でも横でも使え
ることから、このパターンに決定した。 
 実際の実装において、抵抗は図 4 のような
2種類を使っているが、全体の形や大きさは同
じであり、色合いも似ており、カラーコードで
識別している。ものづくり教室では、図 5 の
ようなトレイに入れて渡しているので、区切
り場所と個数を確認することで区別はできて
いる。ただ、作成中に混在してしまうこともあ
るため、より識別しやすい部品に交換するこ
ととした。当初は、図 6のように、大きさの異
なる抵抗を使うこととしたが、実際に作成し
ていただいたところ、部品が小さくなってい

る分、リード線も細くなり、取り付け難いとの
意見を頂いた。そこで、大きさの違いから、色
合いの違いへと変更をした。ただし、色違いの
抵抗は多少高価なため、使用本数の少ない方
に使用することとした。色違いの抵抗を実装
したものが、図 7である。 
 

 
図 4 使用抵抗の違い 

 

 
図 5 トレイに乗せた部品 

 

 
図 6 抵抗を大きさの違いで識別 

 

 
図 7 色違いの抵抗で識別 

 
 その後部品の見直しをする中で、マイコン
の入力と出力を同一ピンで実装できるものが
あることが判明した。入出力ピンの切り替え
は、プログラム上で実装することとし、部品点
数を減らし、最終的に完成したものが図 8 で
ある。スイッチが一つであるが、長押しなどを
組み合わせることで、カウントアップタイマ
ー、カウントダウンタイマー、ルーレット表示
などの隠しコマンドも組み込んでいる。 
 

 
図 8 最終的な完成形 

 
 電子サイコロ（デジタル表示）についての試
作教材は図 9 のようになり、昨年度の最終的
な教材は図10のようになる。本年度は、表示
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部の大型化、未使用ピンを使ったフル機能対
応、音圧のレベル向上、コスト減を図った。抵
抗に関しては、電子サイコロ（アナログ表示）
と同様に色違いとしている。最終的な完成形
は、図 11のようになる。通常のスイッチの他
にフル機能に対応するためのスイッチも実装
している。これらを組み合わせることで、大学
のロゴ表示、カウントアップタイマー、カウン
トダウンタイマー、ルーレット表示、最大9ま
でのサイコロなどの隠しコマンドも組み込ん
でいる。 
 

 
図 9 電子サイコロ（試作版） 

 

 
図 10 電子サイコロ（昨年度の完成形） 

 

 
図 11 最終的な完成形 

 
４．２ 新規教材 
 新たに、脳トレ用のシンプルゲーム、電子
楽器を開発した。 
 脳トレ用のシンプルゲームは、3 色の LED
が音とともに、ランダムに点灯し、その順番を
覚え、同じ順番でスイッチを押すというもの
である。乱数を使っているため、毎回異なるパ
ターンを生成することができる。途中で間違
えた場合でもパターンは更新される。難易度
は、簡単（緑）、やや難しい（黄）、難しい（赤）
の 3 レベルとしている。各レベルでクリアす
ると、ご褒美メロディが流れるようにしてい
る。試作版は、図 12のようになり、半固定抵
抗でタイミングを調整している。高齢者でも
無理なく実行できるタイミングを見つけたの
ち、この部分を固定抵抗にし、ボードを変更し
たものが図13である。さらに、部品の点数を
減らすために、これらの抵抗をソフトウェア
で実現することとした。最終的に完成した教

材が図14である。スピーカはリード線タイプ、
ボード実装タイプどちらにも対応している。 
 

 
図 12 シンプルゲーム（試作版） 

 

 
図 13 シンプルゲーム（改良版） 

 

 
図 14 シンプルゲーム（最終版） 

 
 電子楽器については、ボタンを押している
間、電子音で音階を奏でるものである。ボタン
は、LEDと連動するようにしている。図 15は、
5個のボタンがあるが、右側 4個のボタンで、
ドレミファを奏で、左端のボタンを押した状
態で右側 4 個のボタンを押すと、ソラシドを
奏でるものである。構成がシンプルであり、組
み立ても簡単であるが、1オクターブは直接ボ
タンを押したい、半音変化が欲しい、との意見
を頂き、図 16のように大きなボードで実装す
ることとした。図16の赤色の右側 8個のボタ
ンで、ドレミファソラシドを奏でるようにし
ている。左端の白いボタン（緑の LED）を押
しながら右側 8 個のボタンを押すと 1 オクタ
ーブ高い音階が奏でられ、2オクターブの楽器
となる。また、左から 2番目の白いボタン（黄
の LED）を押しながら他のボタンを押せば、
半音上がる設定となっている。 
 

 
図 15 電子楽器（小さいボード） 

 
図 16 電子楽器（大きいボード） 
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４．３ 情報端末による開発環境の構築 
 ものづくり教室を開催する際に、手軽に動
作原理を体験できるような情報端末を構築し
ている。デスクトップ PCやノート PCではな
く、図17のように液晶画面にマイコンを取り
付けた簡易的な情報端末を構築している。OS
としては、LinuxとWindowsに対応している。
この情報端末でプログラミング体験や動作シ
ミュレーションができるような環境を構築す
る。 
 

 
図 17 マイコンを使った情報端末 

 
５．研究成果 
 実際のものづくり教室では、部品を図 5 の
ようなトレイに乗せて配布している。トレイ
の区切りごとに部品をボードに実装する手順
で制作している。また、部品の実装では、図18
のようなにイラストを使用した手順書を見な
がら進める。手順書は当初写真を用いていた
が、部品の実装が分かり難いとの指摘を頂き、
図 18のようにイラストで、実装部分を強調し
て表すようにしている。 
 

 
図 18 手順書の一部（ジャンパ線） 

 
初めての人などには、最初のステップであ
るジャンパ線の実装に関して、戸惑うことも
あった。「どこから挿してよいのか」、「どこを
基準に挿すのか」が分かり難いとの指摘があ
り、ジャンパ線の実装に関しては、図 19のよ
うに、あらかじめ何本かを挿しておき、それを
基準に挿せるように工夫している。 
実際のものづくり教室の風景は、図 20のよ
うに、手順書に沿って工作を行う。また、高齢
者と子供たちとの合同ものづくり教室では、
事前に高齢者にレクチャーをしたうえで、高
齢者と子供たちをペアにして、高齢者が子供
たちとコミュニケーションを取りながら教え
る形式としている。 

完成後は、制作したものを使ってゲームな
どをして楽しむことにしている。すごろくや
じゃんけんゲーム、簡単な足し算や記憶力ゲ
ームなどをしている。 
 

 
図 19 配布用ボードの一例 

 

 
図 20 ものづくり教室の実施風景 

 
６．今後の展開 
 本年度は開発教材の種類を増やすことに取
り組んできた。ものづくり教材に関しては、ま
だ多くのアイデアがあり、今後も開発を重ね
たいと考えている。また、本年度は教材開発を
主に実施してきたため、実際に開催したもの
づくり教室の回数は少なくなってしまった。
今後は、開発した教材を使用して、ものづくり
教室を積極的に展開したいと考えている。 
 
（謝辞）養護老人ホーム常楽荘の皆様、おがた
子供チャレンジに参加された皆様、その他協
力いただいた関係各位に心より感謝申し上げ
ます。 
 
５．主な発表論文等 
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１．鈴木秀男 他、高齢者向けものづくり教材の開発、
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〔学会発表〕（計２件） 
2．鈴木秀男 他、高齢者向けものづくり教材の開発、
チャレンジ OITA 地域創生活動報告会、平成28年 3
月 3日、豊後大野市 
3．鈴木秀男 他、高齢者向けものづくり教材の開発、
チャレンジ OITA 地域創生活動報告会、平成29年 2
月 21日、豊後大野市 
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地域経済を考慮した地域課題取組みに向けた 
プラットフォーム構築 

福島学 1, 松永多苗子 1, 筑紫彰太 2, 市田秀樹 3, 今西衛 4, 本村裕之 4, 山城興介 4 

 1情報メディア学科,2機械電気工学科,3COC事業担当,4情報メディア学科 
 
工学的研究成果（工学的「知」）を統合するプラットフォーム開発を発展させるため「地域経
済」を視野に入れた取組みを行った．課題解決を「シカケ」という概念を用いて，工学的な観
点と経済的な観点を組み合わせ，地域経済を含む活性化に向けて進めるための「知」のプラッ
トフォームに昇華することを目標とした．地域課題への取組みとして，１）木佐上地区での活
動，２）大分地域での活動，３）生活の質（QoL）向上，に取り組み，それぞれの成果から，
地域課題の解決は「1 つの技術」だけでは無理であることと維持継続には「ビジネス的視点」
が重要であることを再認識すると共に継続的取組みに向けた課題が明らかとなった． 

 
１．研究の目的 
 地域課題を技術課題と捉え課題解決を図る
ことは，技術力向上および品質向上というだ
けでなく，課題の本質を明らかにするために
重要である．このため，平成 27 年度 28 年度
に工学部で取り組まれている研究成果（工学
的「知」）を統合するためのプラットフォーム
開発を進めてきた． 
 しかし，優れた技術であっても実際の地域
活性化に向けた導入を考えると，場面に応じ
てローカライズされた技術の導入には費用対
効果等から困難な場合が多い．また研究レベ
ルでの完成と，地域課題解決での永続的利活
用に向けた工学的「知」のプラットフォームの
検証が必要である． 
 そこで本研究では，これまでの異分野間の
研究･開発成果をプラットフォームにより融
合可能とし，それによる地域課題解決により
地域活性化を目指す．課題解決を「シカケ」と
いう概念を用いて，工学的な観点と経済的な
観点を組み合わせ，地域経済を含む活性化に
向けて進めるための「知」のプラットフォーム
とラピッドプロトタイプ開発環境構築を目的
とする． 
 
２．研究の方法 
 地域課題への取組みとして，次の項目を通
してプラットフォームの検証と経済的観点の
導入を行う． 
１）木佐上地区での活動 
a)まなび庵：LINE による地域コミュニティ
（2017年 10月から 12 月） 
 装置の使い方を学ぶだけでなく，地域コミ
ュニティ活性化を視野に入れた学びとして，
地域防災への利活用への導入としての学び
を実践する． 
b)ロボットプロジェクト入門 2（1年生科目・
2017年 10 月から 2018 年 2月） 

 地域の方々との交流から地域課題を発見し
解決策を考えプロトタイプとしてアイデア
をカタチにし，地域の方々からの評価を頂く． 
c)ロボメカデザインコンペ（課外活動・2017
年 5月から2018 年 3月） 
 ロボットプロジェクト入門 2 元受講生が，
ロボットプロジェクト基礎 2 および Hallow
（Happiness Long Life Open-innovation 
Workshop：生きがいのあるくらしを創るオ
ープンイノベーションワークショップ）を通
して工学的知を修得しつつある学生有志が
改めて「木佐上地区を念頭に入れた地域課題」
に挑戦し，そのプロトタイプ（機能試作モデ
ル）をコンペティションという形で挑戦する． 
 
２）大分地域での活動 
d)OISA（大分情報産業協会・2017 年 9 月か
ら 2018 年 2月） 
 サウンズコンテストは OISA(大分県情報サ
ービス産業協会)主催のイベントの 1 つで，
26 年間続いている音楽系コンテストとして
歴史がある．このイベントをインターネット
配信する． 
e)ロボットプロジェクト基礎 2（2年生科目・
2017年 10 月から 2018 年 2月） 
 商業スペースにシカケ（人の行動に働きか
ける取組み）を行い，回遊性改善に挑戦する． 
 
３）生活の質（QoL）向上 
f)睡眠の質改善に向けた計測実験と結果の評
価（2017 年 4月から 2018年 3月） 
 活気ある地域の源である個々人の健康を維
持向上することを目的とし，健康を保つため
に不可欠な睡眠の質を改善する素材に取り
組んでおり，本年度は医学的エビデンス取得
に取り組む． 
３．研究成果 
３．１ 木佐上地区での活動 
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３．１．１ まなび庵 
 2016年度 2017 年度に「IT 講習会」として
タブレットの使い方講習会を行った．しかし
「地域コミュニティ活性化」という観点から
もっと役立つ実施方法がないかを考え，単な
る IT 講習会から「目的を持った学び」に取り
組んだ．また，会場で使用した木佐上コミュニ
ティセンタにおいて，「3.3 活の質（QoL）向
上」の取組み成果をフィードバックする取組
みも行った．ここでは講習会における「疲労感」
を軽減することを目的とし，響きのある部屋
における脳内処理軽減に効果がある調音材の
設置を行った．設置位置決定のための計測の
様子を図 1 に，効果計測結果を図 2 と 3に，
設置位置を図 4に示す． 

 
図 1 疲労感軽減のための調音材設置位置決

定のために実施した計測の様子 
 

 
図 2 調音材設置による残響時間の変化 

 
図 3 調音材設置による時間・周波数の変化 

 
図 4 決定した調音材設置位置 

 

３．１．２ ロボットプロジェクト入門 2 
 ロボットプロジェクト入門2（1年生・後期
科目）は木佐上地区をフィールドとして，地域
散策やお話をお伺いしながら地域課題を発見
し，解決に向けてプロジェクトで取り組む科
目である．地域の方々に御協力いただき，地域
のお話を伺い，さらに地域を散策しながら課
題を発見し，チームでどう解決すればいいの
かを考え，それをカタチにして地域の方々に
提案した．成果報告の様子を図 5 に示す．ま
たカタチにしたプロトタイプを使ったデモン
ストレーションの様子を図6に示す．さらに，
11チームの中から選抜されたメンバがさらに
ブラッシュアップして佐賀関公民館で発表し
た．その様子を図 7に示す． 

 
図 5 木佐上コミュニティセンタでの成果報

告の様子 

 
図 6 デモンストレーションの様子 

 
図 7 佐賀関公民館での成果報告の様子 

 
３．１．３ ロボメカデザインコンペ 
 「フューチャードリーム！ロボメカ・デザイ
ンコンペ 2017」は日本機械学会ロボティク
ス・メカトロニクス部門主催のコンペティシ

調音材なし 0.73314s
(理論残響時間0.792s)

調音材あり 0.66276s

調音材
なし

調音材
あり
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ョンで，福岡県，北九州市，久留米市，福岡県
産業デザイン協議会，福岡県ロボット・システ
ム産業振興会議，北九州ロボットフォーラム，
一般社団法人九州経済連合会，が後援，福岡市
科学館，が共催，メカトラックス株式会社，株
式会社三松，が協賛で開催された． 
 地域活性化の要が，高齢者，労働現役世代，
未就業世代の相手を必要としあうことである
と考え，図 8 に示す「互いを尊重し感謝を交
わせる地域コミュニティの創生」をスローガ
ンとしてウェルステッキを考案した．システ
ムは単独では動作せず，主に高齢者が歩行補
助具として使用する．補助具として機能する
以外に，地域情報を収集し，例えば図 9 に示
すように木佐上地区のどこをどう移動してい
るか，またその地域の現在の様子がどうかを
記録することで，日常においては子供の登下
校の見守りやお祭りの見守り，災害時には避
難計画や避難指示を出すための基礎データを
収集し，杖同士がメッシュネットワークを構
成することに特徴がある．結果としてコンペ
ティションにおいて図 10 に示す 2 つの賞を
受賞した． 

 
図 8 地域活性化のコンセプト 

 
図 9 地域情報収集例 

 
図 10 受賞した賞状 

３．２ 大分地域での活動 
３．２．１ OISA（大分情報産業協会） 

 サウンズコンテストは OISA(大分県情報サ
ービス産業協会)主催のコンテストであり，第
26 回サウンズコンテストが 2018 年 1 月 27
日に iichiko 総合文化センタで開催された．こ
の公開審査の様子を図 11 に示す配信環境で
Ustream を用いて情報発信した．ライブ配信
中の視聴時間数の変化を図 12 に示す．また，
劣化を調べるための画像解析例として，ロー
カル録画サーバに記録された画像と，
Ustream 録画（Web内の録画サーバ）に記録
された画像を用いた解析例を図 13に示す． 

 
図 11 Web動画配信のシステム構成 

 
図 12 ライブ配信中の視聴時間数の変化 

 
図 13 ローカル録画とWeb録画のフレーム

同士の対応点解析例 
 
３．２．２ ロボットプロジェクト基礎 2 
 ロボットプロジェクト入門に続いて開講さ
れるロボットプロジェクト基礎 2 において，
商業スペースの 1 つであるパークプレイスの
課題解決に挑戦した．担当者から現在の課題
をお伺いしたところ，回遊性が指摘された．そ
こで回遊性を改善するためのシカケを考案し，
それにより課題解決に繋がるかの検証を行っ
た．回遊性評価のため図14のようにビデオデ
ータから，人数および移動軌跡さらには滞在
時間を得るためのシステムを開発した． 
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図 14 回遊性評価のためにビデオデータから
移動情報を自動抽出するシステムの動作例 
 
３．３ 生活の質（QoL）向上 
 人は響きのある環境でも目的の音を聴き分
けることが可能である．これは，脳内で目的音
の選択と補完を行うことで可能としている．
しかし脳内では限られたエネルギーしか使う
ことが出来ないため，響く部屋で話をしてい
たり，多くの人が話す環境で話していると疲
労感を感じる．これを防ぐために調音材が開
発されており，これまでに脳波計測によりそ
の効果を検証してきた．今回この調音材を睡
眠時に適用することで睡眠の質改善になるか
について調査した．ここでは睡眠中に分泌さ
れるメラトニンに着目した．メラトニンは体
内時計のリズムを司どり，免疫系を刺激し感
染症にかかるリスクの低下，抗酸化作用，血中
コレステロール濃度を低下させる効果がある．
また，睡眠時にしか分泌されない特徴がある．
睡眠実験に製作した装置を図15に，改善効果
例を図 16に示す． 

 
図 15 睡眠環境計測用装置 

 
図 16 調音材使用による改善効果例 

 
４．今後の展開 
 地域課題の解決は「1つの技術」だけではな
く，それが維持継続できるための「ビジネス的
視点」が重要である．効果を評価するための継
続的取組みが必要である．また成果の地域へ
のフィードバックが必要だと考えている． 
 
５．主な発表論文等 
〔雑誌論文〕（計 1 件） 
1．福島学，松永多苗子，川崎敏之，稲川直裕，筑紫彰
汰，室園晶彦，藤田浩輝，岡崎覚万，市田秀樹，長瀬
翔斗，高橋瑞希，多賀絵理，大里一矢，大塚柊，"”も
のづくり”を通した持続可能で豊かな地域実現への取
り組み"，日本文理大学紀要，第 46 巻，pp.181-190,
第 1号,2018年，査読無 
2．福島学，長瀬翔斗，河納俊一，近藤善隆，"サイバ
ー空間共有を目指した音場空間情報のモデル化とパ
ラメトリック表現の一検討"，日本文理大学紀要，第46
巻，第 1号，pp.101-110, 2018年，査読無 
 
〔学会発表〕（計 5 件） 
1．長瀬翔斗,大塚柊,大里一矢,高橋瑞希,舟橋宏樹,河納
隼一,近藤善隆,福島学,松本光雄,風間道子,手島祐二,
柳川博文,"位相情報に着目した高解像度周波数分析法
（PLATE）の提案", 日本音響学会，日本音響学会
2018年春季研究発表会講演論文集,1-P-40, 2018（埼
玉） 
2．長瀬翔斗，船橋宏樹，河納隼一，近藤善隆，福島学，
松本光雄，風間道子，柳川博文，"ALT-Wを用いた周
波数スペクトル分析精度向上と時間追従性に関する
一検討"，日本音響学会，日本音響学会2017年秋季研
究発表会講演論文集，1-P-33，2017，愛媛 
3．船橋宏樹，長瀬翔斗，福島学，松本光雄，風間道子，
柳川博文，"残響音場における白色雑音の持続時間と音
像幅の関係"，日本音響学会，日本音響学会2017年秋
季研究発表会講演論文集，1-P-34，2017，愛媛 
4．長瀬翔斗，福島学，近藤善隆，松本光雄，風間道子，
柳川博文，"音源特性と両耳差に着目した音場情報のパ
ラメトリック表現"，音学シンポジウム，情報処理学会
研究報告，Vol.2017-MUS-115 No.29，2017，東京 
5．福島学,松永多苗子,筑紫彰太,市田秀樹,今西衛,本村
裕之,山城興介,"地域経済を考慮した地域課題取組み
に向けたプラットフォーム構築"，チャレンジ OITA 
地域創生活動報告会，2018,佐賀関 



No. 学科 研究題目 共同研究
1 機械電気工学科 グレーチング内のゴミ除去に向けた溝清掃ロボットの開発
2 機械電気工学科 自律型水中ロボットの開発～電源ユニットの開発～
3 機械電気工学科 自律型水中ロボットの開発～制御ユニットの開発～ 6名
4 建築学科 プロジェクションマッピングを活用した空間体験に関する研究
5 建築学科 ＵＡＶによる写真測量に関する基礎調査についてー大分県におけるＵＡＶ活用の現場調査と実測じれいについー 3名
6 建築学科 蛍光X線分析による中津干潟における砂の動態の研究
7 建築学科 台風１８号に伴う豪雨による大分県南部における水害に関する研究
8 建築学科 大分の土木遺産の現状 について
9 建築学科 竹材を粗骨材の代替材料として使用したコンクリートの諸特性に関する基礎的研究
10 建築学科 中津干潟舞手川河口域における土砂動態に関する研究
11 建築学科 Scale Skeleton　～日本文理大学　建築学科棟　改築計画　（卒業設計） 2名
12 建築学科 The Encount Architecture　ー人々が集い、出会うことで、学び、賑わう建築ー
13 建築学科 カラーユニバーサルデザインを活かしたまちづくりに関する研究 - セントポルタ中央町におけるケーススタディ -

14 建築学科 交流人口拡大による佐賀関半島の活性化に関する研究
15 建築学科 江戸時代の別府の町の形成と文人の見た風景
16 建築学科 斜路の付け替え道路の計画 　―大学構内の管理道路の場合―
17 建築学科 船島　～佐伯造船を巡るサイクリング～　（卒業設計）
18 建築学科 大分市立碩田小中一貫校における教師ステーションと交流ラウンジの利用状況
19 建築学科 地域特性の研究　―CVSの利用実態―
20 建築学科 中判田駅を中心としたまちづくり　その1　～利用者を対象にしたアンケート調査・分析～
21 建築学科 中判田駅を中心としたまちづくり　その2　駅と自然の共存～地域と人が繋がるゆとりある空間～ 2名
22 建築学科 鶴崎工業高等学校学科棟の設計　ーみちがある工業高校ー　（卒業設計）
23 建築学科 保戸島の新たな拠点「NEW HARBOR HOTOJIMA」
24 建築学科 木から家具へ、芸術を感じる日常へ
25 航空宇宙工学科 長崎空港と大分空港の運営状況を活性化させるための施策提言
26 情報メディア学科 大分トリニータと他のサッカークラブによるソーシャルメディア戦略比較
27 情報メディア学科 導入教育における「シカケ」の実践的検討 2名
28 情報メディア学科 明度が個人識別に与える影響に関する研究
29 情報メディア学科 自治体ＰＲ動画の戦略と効果的な演出プランに関する研究 -成功事例の検証とそれに基づくプロモーション映像制作- 2名
30 経営経済学科 AI導入による産業の雇用
31 経営経済学科 JRおおいたシティの開業によって大分都心部にどのような影響を与えたか 7名
32 経営経済学科 you tubeと大分県の地域活性化
33 経営経済学科 オリンピックによる経済効果
34 経営経済学科 ゲームが売れない時代の任天堂の対策
35 経営経済学科 サッカークラブの財務分析～ロアッソ熊本と大分トリニータの財務比較～ 2名
36 経営経済学科 ファミリーレストラン業界の財務分析
37 経営経済学科 ふるさと納税について
38 経営経済学科 マーケティング戦略における「Place」がクラブ会員数に及ぼす影響についての一考察－ クラブ活動拠点と大在地区の物理的距離による分類から －

39 経営経済学科 ラグビーワールドカップ2019年に向けて～チケットの価格から見た経済を視点に
40 経営経済学科 ラグビーワールドカップに向けての大分県の地域活性化活動 2名
41 経営経済学科 沖縄県と大分県の観光客の比較
42 経営経済学科 株価予測手法を用いた大分銀行の株価予測
43 経営経済学科 株式会社大分フットボールクラブの財務分析～アビスパ福岡株式会社との比較を通じて～
44 経営経済学科 九州三県におけるラグビーワールドカップの経済波及効果 6名
45 経営経済学科 今治市の廃校と閉鎖商店街（活性化）
46 経営経済学科 少子化における大分の不動産業界の展開 2名
47 経営経済学科 大在地区自治区公民館の利用状況調査とその活用法についての一考察
48 経営経済学科 大分トリニータの経営に関する考察～　2016年（J3）、2017年（J2）の比較　～ 
49 経営経済学科 大分県のスポーツによる地域活性化について（ラグビーワールドカップに向けて） 3名
50 経営経済学科 地域サロンについて 2名
51 経営経済学科 地方銀行の現状と課題～広島銀行と大分銀行の事例を中心に～
52 経営経済学科 地方銀行の財務分析～大分銀行と十八銀行の財務分析を中心に～
53 経営経済学科 湯平温泉地域活性化の方法
54 経営経済学科 日本陸上長距離界が世界で活躍するために ー大分県を陸上の聖地へー
55 経営経済学科 箱根駅伝と地方駅伝の差についての研究
56 経営経済学科 福岡ソフトバンクフォークスの取組について
57 経営経済学科 福岡ソフトバンクフォークスの地域貢献と経済効果 2名
58 経営経済学科 豊後大野市内の小中学生における不適応感と社会的スキルの学校規模による比較
59 経営経済学科 野球とサッカーにおけるプロスポーツチームの経営比較

平成29年度　日本文理大学　卒業研究・論文・設計　地域志向関連リスト



No. 学科 研究題目 共同研究
1 機械電気工学科 グレーチング内のゴミ除去に向けた溝清掃ロボットの開発
2 機械電気工学科 自律型水中ロボットの開発～電源ユニットの開発～
3 機械電気工学科 自律型水中ロボットの開発～制御ユニットの開発～ 6名
4 建築学科 プロジェクションマッピングを活用した空間体験に関する研究
5 建築学科 ＵＡＶによる写真測量に関する基礎調査についてー大分県におけるＵＡＶ活用の現場調査と実測じれいについー 3名
6 建築学科 蛍光X線分析による中津干潟における砂の動態の研究
7 建築学科 台風１８号に伴う豪雨による大分県南部における水害に関する研究
8 建築学科 大分の土木遺産の現状 について
9 建築学科 竹材を粗骨材の代替材料として使用したコンクリートの諸特性に関する基礎的研究
10 建築学科 中津干潟舞手川河口域における土砂動態に関する研究
11 建築学科 Scale Skeleton　～日本文理大学　建築学科棟　改築計画　（卒業設計） 2名
12 建築学科 The Encount Architecture　ー人々が集い、出会うことで、学び、賑わう建築ー
13 建築学科 カラーユニバーサルデザインを活かしたまちづくりに関する研究 - セントポルタ中央町におけるケーススタディ -

14 建築学科 交流人口拡大による佐賀関半島の活性化に関する研究
15 建築学科 江戸時代の別府の町の形成と文人の見た風景
16 建築学科 斜路の付け替え道路の計画 　―大学構内の管理道路の場合―
17 建築学科 船島　～佐伯造船を巡るサイクリング～　（卒業設計）
18 建築学科 大分市立碩田小中一貫校における教師ステーションと交流ラウンジの利用状況
19 建築学科 地域特性の研究　―CVSの利用実態―
20 建築学科 中判田駅を中心としたまちづくり　その1　～利用者を対象にしたアンケート調査・分析～
21 建築学科 中判田駅を中心としたまちづくり　その2　駅と自然の共存～地域と人が繋がるゆとりある空間～ 2名
22 建築学科 鶴崎工業高等学校学科棟の設計　ーみちがある工業高校ー　（卒業設計）
23 建築学科 保戸島の新たな拠点「NEW HARBOR HOTOJIMA」
24 建築学科 木から家具へ、芸術を感じる日常へ
25 航空宇宙工学科 長崎空港と大分空港の運営状況を活性化させるための施策提言
26 情報メディア学科 大分トリニータと他のサッカークラブによるソーシャルメディア戦略比較
27 情報メディア学科 導入教育における「シカケ」の実践的検討 2名
28 情報メディア学科 明度が個人識別に与える影響に関する研究
29 情報メディア学科 自治体ＰＲ動画の戦略と効果的な演出プランに関する研究 -成功事例の検証とそれに基づくプロモーション映像制作- 2名
30 経営経済学科 AI導入による産業の雇用
31 経営経済学科 JRおおいたシティの開業によって大分都心部にどのような影響を与えたか 7名
32 経営経済学科 you tubeと大分県の地域活性化
33 経営経済学科 オリンピックによる経済効果
34 経営経済学科 ゲームが売れない時代の任天堂の対策
35 経営経済学科 サッカークラブの財務分析～ロアッソ熊本と大分トリニータの財務比較～ 2名
36 経営経済学科 ファミリーレストラン業界の財務分析
37 経営経済学科 ふるさと納税について
38 経営経済学科 マーケティング戦略における「Place」がクラブ会員数に及ぼす影響についての一考察－ クラブ活動拠点と大在地区の物理的距離による分類から －

39 経営経済学科 ラグビーワールドカップ2019年に向けて～チケットの価格から見た経済を視点に
40 経営経済学科 ラグビーワールドカップに向けての大分県の地域活性化活動 2名
41 経営経済学科 沖縄県と大分県の観光客の比較
42 経営経済学科 株価予測手法を用いた大分銀行の株価予測
43 経営経済学科 株式会社大分フットボールクラブの財務分析～アビスパ福岡株式会社との比較を通じて～
44 経営経済学科 九州三県におけるラグビーワールドカップの経済波及効果 6名
45 経営経済学科 今治市の廃校と閉鎖商店街（活性化）
46 経営経済学科 少子化における大分の不動産業界の展開 2名
47 経営経済学科 大在地区自治区公民館の利用状況調査とその活用法についての一考察
48 経営経済学科 大分トリニータの経営に関する考察～　2016年（J3）、2017年（J2）の比較　～ 
49 経営経済学科 大分県のスポーツによる地域活性化について（ラグビーワールドカップに向けて） 3名
50 経営経済学科 地域サロンについて 2名
51 経営経済学科 地方銀行の現状と課題～広島銀行と大分銀行の事例を中心に～
52 経営経済学科 地方銀行の財務分析～大分銀行と十八銀行の財務分析を中心に～
53 経営経済学科 湯平温泉地域活性化の方法
54 経営経済学科 日本陸上長距離界が世界で活躍するために ー大分県を陸上の聖地へー
55 経営経済学科 箱根駅伝と地方駅伝の差についての研究
56 経営経済学科 福岡ソフトバンクフォークスの取組について
57 経営経済学科 福岡ソフトバンクフォークスの地域貢献と経済効果 2名
58 経営経済学科 豊後大野市内の小中学生における不適応感と社会的スキルの学校規模による比較
59 経営経済学科 野球とサッカーにおけるプロスポーツチームの経営比較

平成29年度　日本文理大学　卒業研究・論文・設計　地域志向関連リスト

創立 50 周年記念大学 COC 事業活動特集   
１．地域住民主体の地域づくり支援

~ 豊後大野市千歳町「楽らく広場ひょうたん」活動サポート ~

２．総合型地域スポーツクラブの認知度を高めるための
イベント運営を通した 地域参画と教育実践活動
~OZAI 元気クラブとの連携プロジェクト ~

３．中判田駅を中心としたまちづくりプロジェクト
４．学生の視点で捉えた豊後大野の魅力 

～豊後大野市の地域資源を活用したサービスラーニング科目への展開～

５．情報通信端末を活用した地域コミュニティーの安全・安心づくり
 ～大分市木佐上地区での高齢者 IT 教室～

６．防災用小型無人水中観測システムの研究開発
７．工学部専門基礎科目『ロボットプロジェクト』

「地域に生きるものづくり」~ 地域を感じることから始まるものづくり ~
「シカケ」からみえてくる地域課題：シカケプロジェクト

８．産官学民医連携による 
『生きがいのあるくらしをつくるオープンイノベーションワー
クショップ』

チャレンジ OITA 地域創生活動報告会 プログラム
・2018 年 2 月 21 日 豊後大野会場
・2018 年 2 月 25 日 佐賀関会場

	4．大学COC事業	活動報告
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平成 28 年度 事業検討 ･ 評価委員会 
平成 29 年度 連携推進会議     
　第 1 回連携推進会議（平成 29 年 7 月 5 日）

第 2 回連携推進会議（平成 29 年 11 月 29 日）

※主な各会議資料については、
「1．事業概要 ･ 目的 ･ 計画」及び
「2．大学 COC 事業 プロジェクトシート」に掲載。

	5．事業検討・評価委員会
　		連携推進会議



 

 
日本文理大学 地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業） 

事業検討・評価委員会の目的 
 
日本文理大学は、文部科学省 平成26年度「地（知）の拠点整備事業」に採択された（事業名：豊かな
心と専門的課題解決力を持つおおいた地域創生人材の育成、事業期間：5年）。 
本大学 COC 事業の趣旨は、大学が自治体を中心に地域社会と連携し、全学的に地域を志向した教育・
研究・社会貢献を進める「地域のための大学」として全学的な教育カリキュラム・教育組織の改革を行い
ながら、地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）の効果的なマッチングによる地域の課題解決等の
取組を進めることである。これにより、大学での学びを通して地域の課題等の認識を深め、解決に向けて
主体的に行動できる人材（地域創生人材）を育成するとともに、大学のガバナンス改革を推進し、地域再
生・活性化の拠点となる大学を形成することを目的としている。 
本学の事業では、これまで実績を上げてきた産業界・地域社会を意識した実践活動を主体とした全学で
の人間力教育をベースとして、地域課題である少子高齢社会を豊かに乗り切るために必要な専門的課題解
決力を兼ね備える「地域創生人材」育成へと発展させ、これを地域との実践的協働活動により実現する。
すなわち、地域を志向した教育カリキュラム体系への全学的な再編と社会貢献活動との有機的な接続、そ
れに基づく研究プロジェクト活動の推進を実現する地（知）の拠点改革を実現し、地域力の向上につなげ
ることを目的としている。 
本事業の推進にあたっては、文部科学省の補助事業であること、また、地域の期待に応える社会的使命
の大きな事業であるとの観点から、事業プログラムの実施状況や成果、年次計画等について定期的に全体
的な検討・評価を行い、事業の効果的な実施と改善を図り、事業最終年度には設定した目標を達成する必
要がある。そこで、上記目的を達成するため、外部委員を含めた本「事業検討・評価委員会」を設置し、
毎年度末に委員会を開催することで、適切なPDCAサイクルの機能を担保することとする。 

 
 
 

日本文理大学 地（知）の拠点整備事業 事業検討・評価委員会 運営ガイドライン 
 
（趣旨） 
1 このガイドラインは、日本文理大学（以下、「本学」という。） 地（知）の拠点整備事業（以下、「COC
事業」という。）の推進にあたり、外部委員を含めた「本学COC事業 事業検討・評価委員会（以下「本
委員会」という。）」の運営に関し、基本的なルールを定めるものである。 

 
（目的） 
2 本委員会は、事業プログラムの実施状況や成果、年次計画等について、定期的に全体的な検討・評価
を行い、事業の効果的な実施の確認と必要に応じた改善指示を行い、もって事業の適切な推進に寄与す
ることを目的とする。 

 
（議事進行） 
3 本委員会の議事進行にあたる議長は、本学学長とする。 



 

（開催時期） 
4 本委員会は年間1回の開催とし、開催時期は毎年度末とする。 
 
（委員） 
5 委員は連携自治体委員、外部民間委員を含むものとし、当初委員は以下のとおりとする。ただし、代
理出席を認めるものとする。 

  
【外部委員】 
  ○大分県 企画振興部 部長  ○大分市 商工農政部 部長  ○豊後大野市 副市長 
○一般財団法人日本財団学生ボランティアセンター センター長 
○日本政策投資銀行 大分事務所 所長 
○一般財団法人セブン-イレブン記念財団 九重ふるさと自然学校 代表 
○大分県中小企業家同友会 代表理事 
 
【日本文理大学】 
  ○学長（事業推進代表者） ○学長室長／人間力育成センター長（事業推進責任者） 
 ○工学部長 ○経営経済学部長 ○大学院工学研究科長 ○大学教育長 
 ○産学官民連携推進センター長 ○進路開発センター長 
 
 2 事業推進にあたり、取り組みに変更、追加が発生した場合や、より適切な検討・評価を行うために

必要と認めた場合には、適宜、委員の変更および追加を認めるものとする。 
 
（事務局） 
6 本委員会の事務を処理するため、本学学長室に事務局を置く。 
 
（その他） 
7 このガイドラインに定めるもののほか、本委員会の運営に関し必要な事項が発生した場合は、その都
度、各連携自治体と協議の上、決定する。 

 
 
【平成27年度追記】 
5 【外部委員】に特定非営利活動法人おおいたＮＰＯデザインセンター 代表理事を追加する。 
 
 
【平成28年度追記】 
5 【外部委員】の大分市 商工農政部 部長を大分市 農林水産部 部長に変更する。（組織変更） 
5 【外部委員】の一般財団法人日本財団学生ボランティアセンター センター長を削除する。（利益相反関
係にあたるため） 

 
以上 



日本文理大学 地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業） 
平成２８年度 事業検討・評価委員会 次第 

 

 

日 時：平成２９年３月３０日（木）１４：００～１６：００ 

場 所：日本文理大学 情報センター７階 第３会議室 

 

１．開会 

   開会あいさつ（学長 平居 孝之） 

２．事業検討・評価委員会 運営ガイドラインについて  資料１ 

３．出席者紹介 

４．議事 

Ⅰ．本年度の取り組み状況報告 

（教育・研究・社会貢献、全体取組） 年次報告書 資料２ 

Ⅱ．本年度の成果に対する評価・意見交換 

Ⅲ．来年度の事業計画について 資料３ 

５．その他 

６．閉会 

 

 

 

 

 

事務局：日本文理大学 学長室 



日本文理大学 地（知）の拠点整備事業 
平成２８年度 事業検討・評価委員会 

＜委員名簿＞                         平成29年3月30日 

◯ 外部委員  
 所   属 職 名 氏 名 

大分県 企画振興部 部 長 廣瀬 祐宏 
（代理：課長 磯田 健） 

大分市 農林水産部 部 長 森本 亨 
（代理：次長 直野 宏昭） 

豊後大野市 副市長 赤嶺 謙二 
一般財団法人セブン-イレブン記念財団 
九重ふるさと自然学校 代 表 川野 智美 

日本政策投資銀行 大分事務所 所 長 和田 康宏 

大分県中小企業家同友会 代表理事 佐藤 貞一 
特定非営利活動法人 
おおいたＮＰＯデザインセンター 代表理事 山下 茎三 

（敬称略・順不同） 

◯ 学内委員  
 所   属 職 名 氏 名 

【事業推進代表者】日本文理大学 学 長 平居 孝之 
【事業推進責任者】日本文理大学 
 学長室／人間力育成センター 

室長／ 
センター長 吉村 充功 

日本文理大学 工学部 学部長 安田 幸夫 

日本文理大学 経営経済学部 学部長 松下 乾次 

日本文理大学 大学院 工学研究科 研究科長 室園 昌彦 

日本文理大学 産学官民連携推進センター センター長 池畑 義人 

日本文理大学 大学教育長 河邉 博康（欠席） 

日本文理大学 進路開発センター センター長 稲富 丈夫 
 
〈事業担当者〉 

所属・役割 氏 名  所属・役割 氏 名 
学長室ＷＧ担当（全体） 釘宮 啓 ＣＯＣ担当・特任准教授 市田 秀樹 
学長室ＷＧ担当（教育） 鍋田 耕作 工学部・教授 鈴木 秀男 
学長室ＷＧ担当（社会貢献） 髙見 大介 経営経済学部・教授 泉 丙完 
   経営経済学部・准教授 舛田 佳弘 

 



 

 
日本文理大学 地（知）の拠点整備事業 連携推進会議 運営ガイドライン 

 
（趣旨） 
1 このガイドラインは、日本文理大学（以下、「本学」という。） 地（知）の拠点整備事業（以下、「COC
事業」という。）の推進にあたり、本学と連携自治体とで構成する「連携推進会議（以下「本会議」とい
う。）」の運営に関し、基本的なルールを定めるものである。 

 
（目的） 
2 本会議は、COC 事業の円滑な推進のため、本学と連携自治体各部署とが本事業にかかる地域課題を共
有し、人材育成と政策課題に対応した地域振興のための具体的な取組とその進捗状況を把握・共有、改
善を図ることを目的とする。 

 
（議事進行） 
3 本会議の議事進行にあたる議長は、本学学長とする。 
 
（開催時期） 
4 本会議は年間2回の開催とし、開催時期は4月および10月とする。ただし、平成26年度は10月のみ
の開催とする。 

 
（構成員） 
5 当初構成員は以下のとおりとし、各自治体担当部署の課長または室長または支所長の参加を求めるもの
とする。ただし、代理出席を認めるものとする。 

  
【日本文理大学】 
  ○学長（事業推進代表者） ○学長室長（事業推進責任者） ◯副学長 
 ○工学部長 ○経営経済学部長 ○大学院工学研究科長 ○産学官民連携推進センター長 
 ○FD委員長 ○人間力育成センター長 ○学長室WG担当 ○COC事業担当特任教員 
 
【大分県】 
  ○企画振興部 政策企画課  ○企画振興部 観光・地域局 地域活力応援室 
○商工労働部 商業・サービス業振興課  ○商工労働部 経営創造・金融課 
○生活環境部 自然保護推進室  ○農林水産部 おおいたブランド推進課 
 ○消費生活・男女共同参画プラザ 県民活動支援室 
○教育庁 体育保健課 
 



 

 【大分市】 
  ○企画部 企画課  ○市民部 佐賀関支所  ○農林水産部 農政課 
 ○企画部 スポーツ振興課 
 
 【豊後大野市】 
  ○総務課  ○まちづくり推進課  ○商工観光課  ○高齢者福祉課 
 
 2 事業推進にあたり、取り組みに変更、追加が発生した場合、適宜、部局の変更および追加を認めるも

のとする。 
 
（事務局） 
6 本会議の事務を処理するため、本学学長室に事務局を置く。 
 
（その他） 
7 このガイドラインに定めるもののほか、本会議の運営に関し必要な事項が発生した場合は、その都度、
各自治体担当部署と協議の上、決定する。 

 
 

平成26年10月29日作成 
平成27年6月26日一部修正 
平成28年6月27日一部修正 
平成29年7月5日一部修正 



 

日本文理大学 地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業） 
平成２９年度 第１回 連携推進会議 次第 

 

日 時：平成２９年７月５日（水）１５：００～１７：１５ 

場 所：日本文理大学 情報センター７階 

  プレゼンテーションルーム（全体会・第１分科会） 

第３会議室（第２分科会） 

 

＜全体会①：１５：００～１５：２０＞ 

１．開会： 開会あいさつ（学長 菅 貞淑） 

２．議事 

（１）運営ガイドラインの変更について 資料１ 

（２）平成 28年度取組状況報告 資料２－１～資料２－７ 

（３）平成 29年度事業計画 資料３－１～資料３－３ 
＜分科会：１５：２５～１６：５５＞ 

（４）各プロジェクト報告・意見交換会（報告 各 7分＋質疑 5分、全体意見交換 20分程度） 

分科会①＜プレゼンテーションルーム＞： 

報告タイトル 報告者 地域課題該当テーマ 

地域住民主体の地域づくり支援 豊後大野市 
千歳町「楽らく広場ひょうたん」活動サポート 

坂口助教 ５．健康増進及び生活支援によるコミュ 
 ニティの維持 

豊後大野市大野町土師地区における住民と学生
による地域コミュニティ活動 
豊後大野市緒方町における域学協働によるエコ 
パーク認定活動に向けた取り組み 

池畑教授 

１．小規模・高齢化が深刻な集落における 
コミュニティの維持・活性化 
３．自然の積極的な活用による保全と地域 
活性化（観光・教育） 

豊後大野市の地域資源を活かしたフィールド 
スタディ科目への展開と地域観光プロモー 
ションにおける需要予測に関する研究 

今西准教授 

３．自然の積極的な活用による保全と地域 
活性化（観光・教育） 
７．地域ブランドの発掘による交流人口の
増加・産業の活性化 

大分県農業のブランド化と関連産業活性化を 
目的とした自然エネルギー利用型プラズマ農業
に関する研究開発 

川崎教授 ２．人口減少社会を支えるための先進的な 
ものづくり 

高齢者向けものづくり教材の開発 鈴木(秀)教授 

１．小規模・高齢化が深刻な集落における 
コミュニティの維持・活性化 
２．人口減少社会を支えるための先進的な 
ものづくり 

 

 



 

分科会②＜第３会議室＞： 

報告タイトル 報告者 地域課題該当テーマ 

佐賀関地区における地域コミュニティでの活動を 
通じた観光・商店街・地域の活性化 

吉村教授 

１．小規模・高齢化が深刻な集落における 
コミュニティの維持・活性化 
４．地域商店及び商店街の活性化による 
地域振興 
７．地域ブランドの発掘による交流人口の 
増加・産業の活性化 

スポーツイベント実践を通した地域創生人材の 
育成 堀准教授 ５．健康増進及び生活支援によるコミュ 

 ニティの維持 
地域経済を考慮した地域課題取組みに向けた 
プラットフォーム構築 
生きがいのあるくらしを創るオープンイノ 
ベーションワークショップ 

市田准教授 

２．人口減少社会を支えるための先進的な 
ものづくり 
４．地域商店及び商店街の活性化による 
地域振興 

フィールド・スタディを中心とした学生主体の 
地域活性化カリキュラム 

本村教授 ４．地域商店及び商店街の活性化による 
地域振興 

 

＜全体会②：１７：００～１７：１０＞ 

 （５）分科会報告 

（６）その他 

３．今後のスケジュールについて 

４．閉会 

 

事務局：日本文理大学 学長室 

 



日本文理大学 地（知）の拠点整備事業 平成２９年度 第１回 連携推進会議 

＜出席者名簿＞                            平成 29年 7 月 5日 

○大分県 
所   属 職 名 氏 名 主な連携取組内容 

企画振興部 政策企画課  副主幹 平山 聡 本学との連携・調整窓口 
企画振興部 観光・地域局 
地域活力応援室 室長 岩崎 栄 過疎地域の集落維持・活性化活動 

商工労働部 商業・サービス業振興課 副主幹 中宮 美穂 商店街と連携した地域活性化活動 

教育庁 体育保健課 指導主事 武石 隆一 総合型地域スポーツクラブ支援活動 

生活環境部 自然保護推進室 主査 工藤 慎也 ユネスコエコパーク認定推進活動 

農林水産部 おおいたブランド推進課 主幹 堺田 健 地域ブランド発掘による６次化活動 

商工労働部 経営創造・金融課 主任 麻生 柳太朗 学生起業家マインド育成活動 
大分県消費生活・男女共同参画プラザ 
県民活動支援室 

室長 石垣 和之 ＮＰＯ法人との協働・経営支援活動 

                                            （敬称略） 
○大分市 

所   属 職 名 氏 名 主な連携取組内容 

企画部 企画課 
参事補 金子 明弘 

本学との連携・調整窓口 
主査 中野 悠樹 

市民部 佐賀関支所 主査 飯塚  智 地域と連携した地域活性化活動 

企画部 スポーツ振興課 課長 永田 佳也 健康で活力に満ちた生活支援活動 

農林水産部 農政課  次長兼課長 重松 勝也 地域ブランドを活かした６次化活動 
 （敬称略） 

○豊後大野市 
所   属 職 名 氏 名 主な連携取組内容 

総務課 課長 左右知 新一 本学との連携・調整窓口 

まちづくり推進課 課長 堀 誉裕 集落維持・活性化活動 

商工観光課  （欠席） エコパーク認定推進活動 

高齢者福祉課 課長補佐 高野 辰代 高齢社会における課題解決・福祉活動 

                                                                           （敬称略） 
○日本文理大学 

所  属・役 職 氏   名  所  属・役 職 氏   名 

学長 菅 貞淑 産学官民連携推進センター長 
／学長室ＷＧ担当(研究) 池畑 義人 

学長室長 吉村 充功 ＦＤ委員長 西村 謙司 
副学長 橋本 堅次郎 学長室ＷＧ担当(全体) 釘宮 啓 

副学長 島岡 成治 人間力育成センター長 
／学長室ＷＧ担当(社会貢献) 

髙見 大介 

大学院工学研究科長／工学部長 室園 昌彦 学長室ＷＧ担当（教育） 鍋田 耕作 

経営経済学部長 松下 乾次 ＣＯＣ事業担当特任教員 市田 秀樹 

 



 

日本文理大学 地（知）の拠点整備事業（大学ＣＯＣ事業） 
平成２９年度 第２回 連携推進会議 次第 

 

日 時：平成２９年１１月２９日（水）１５：００～１７：１５ 

場 所：日本文理大学 情報センター７階 

  プレゼンテーションルーム（全体会・第１分科会） 

第３会議室（第２分科会） 

 

＜全体会①：１５：００～１５：１５＞ 

１．開会： 開会あいさつ（学長 菅 貞淑） 

２．議事 

（１）平成２９年度取組状況報告 資料１～資料３ 

 

＜分科会：１５：２０～１６：５０＞ 

（２）各プロジェクト報告・意見交換会 
（報告 各 7分（最大 10分）＋質疑 5分程度、全体意見交換 15分程度） 

分科会①＜プレゼンテーションルーム＞： 

No 報告タイトル 報告者 地域課題該当テーマ 

１ 
地域住民主体の地域づくり支援 
～つながりある地域に向けて～ 
（豊後大野市千歳町での取組み） 

坂口助教 
５．健康増進及び生活支援による 
コミュニティの維持 

２ 
豊後大野市大野町土師地区における 
住民と学生による地域コミュニティ活動 

池畑教授 

１．小規模・高齢化が深刻な集落に 
おけるコミュニティの維持・活性化 
３．自然の積極的な活用による保全と
地域活性化（観光・教育） ３ 

域学協働によるエコパーク認定活動に向けた
取り組み 

４ 
豊後大野市の地域資源を活かしたフィール
ド・スタディ科目への展開と地域観光プロモー
ションにおける需要予測に関する研究 

今西准教授 

３．自然の積極的な活用による保全と
地域活性化（観光・教育） 
７．地域ブランドの発掘による 
交流人口の増加・産業の活性化 

５ 高齢者向けものづくり教材の開発 鈴木(秀)教授 

１．小規模・高齢化が深刻な集落に 
おけるコミュニティの維持・活性化 
２．人口減少社会を支えるための 
先進的なものづくり 

 

 



 

分科会②＜第３会議室＞： 

No 報告タイトル 報告者 地域課題該当テーマ 

１ 
佐賀関地区における地域コミュニティでの 
活動を通じた観光・商店街・地域の活性化 

吉村教授 

１．小規模・高齢化が深刻な集落に 
おけるコミュニティの維持・活性化 
４．地域商店及び商店街の活性化に 
よる地域振興 
７．地域ブランドの発掘による 
交流人口の増加・産業の活性化 

２ 
ＣＯＣ＋協働開発科目 
『大分の地域ブランド創造体験』実施計画 

３ 
生きがいのあるくらしを創る 
オープンイノベーションワークショップ 

市田准教授 
２．人口減少社会を支えるための 
先進的なものづくり 

４ 
地域経済を考慮した地域課題取組みに向けた
プラットフォーム構築 

福島教授 

２．人口減少社会を支えるための 
先進的なものづくり 
４．地域商店及び商店街の活性化に 
よる地域振興 

５ 
フィールド・スタディを中心とした 
学生主体の地域活性化カリキュラム 

本村教授 
４．地域商店及び商店街の活性化に 
よる地域振興 

６ 
スポーツイベント実践を通した 
地域創生人材の育成 堀准教授 ５．健康増進及び生活支援による 

コミュニティの維持 
 

＜全体会②：１６：５５～１７：１５＞ 

 （３）分科会報告 

（４）全体連絡事項 

（５）その他 

３．閉会 

 

事務局：日本文理大学 学長室 

 
【配付資料一覧】 

○ 次第 

○ 出席者名簿／配席図 

○ 資料１ ： 平成 29 年度 日本文理大学 COC事業総括シート 

○ 資料２ ： 平成 29 年度 日本文理大学 COCプロジェクト一覧 

○ 資料３ ： 日本文理大学 COC事業紹介 ポスター 

○ 分科会資料 ： 各報告プロジェクトに関するパワーポイント等の抜き刷り 

○ 参考資料１ ： 連携推進会議 運営ガイドライン 

○ 参考資料２ ： おおいた地域創生リーダー養成講座案内（COC+県委託事業） 

○ 参考資料３ ： 「地域創生人材」育成のためのマネジメント実践講座案内 



日本文理大学 地（知）の拠点整備事業 平成２９年度 第２回 連携推進会議 

＜出席者名簿＞                            平成 29 年 11 月 29 日 

○大分県 

所   属 職 名 氏 名 主な連携取組内容 

企画振興部 政策企画課  副主幹 平山 聡 本学との連携・調整窓口 

企画振興部 観光・地域局 

地域活力応援室 
主任 岡本 海里 過疎地域の集落維持・活性化活動 

商工労働部 商業・サービス業振興課 副主幹 中宮 美穂 商店街と連携した地域活性化活動 

教育庁 体育保健課 指導主事 武石 隆一 総合型地域スポーツクラブ支援活動 

生活環境部 自然保護推進室 主査 工藤 慎也 ユネスコエコパーク認定推進活動 

農林水産部 おおいたブランド推進課 主幹 堺田 健 地域ブランド発掘による６次化活動 

商工労働部 経営創造・金融課  （欠席） 学生起業家マインド育成活動 

大分県消費生活・男女共同参画プラザ 

県民活動支援室 
室長 石垣 和之 ＮＰＯ法人との協働・経営支援活動 

                                            （敬称略） 

○大分市 

所   属 職 名 氏 名 主な連携取組内容 

企画部 企画課  （欠席） 本学との連携・調整窓口 

市民部 佐賀関支所 参事補 中島 恭介 地域と連携した地域活性化活動 

企画部 スポーツ振興課 課長 永田 佳也 健康で活力に満ちた生活支援活動 

農林水産部 農政課  次長兼課長 重松 勝也 地域ブランドを活かした６次化活動 

 （敬称略） 

○豊後大野市 

所   属 職 名 氏 名 主な連携取組内容 

総務課  （欠席） 本学との連携・調整窓口 

まちづくり推進課  （欠席） 集落維持・活性化活動 

商工観光課  （欠席） エコパーク認定推進活動 

高齢者福祉課  （欠席） 高齢社会における課題解決・福祉活動 

                                                                           （敬称略） 

○日本文理大学 

所  属・役 職 氏   名  所  属・役 職 氏   名 

学長 菅 貞淑 
産学官民連携推進センター長 

／学長室ＷＧ担当(研究) 
池畑 義人 

学長室長 吉村 充功 ＦＤ委員長 西村 謙司 

副学長 橋本 堅次郎 学長室ＷＧ担当(全体) 釘宮 啓 

副学長 島岡 成治 
人間力育成センター長 

／学長室ＷＧ担当(社会貢献) 
髙見 大介 

大学院工学研究科長／工学部長 室園 昌彦 学長室ＷＧ担当（教育） 鍋田 耕作 

経営経済学部長 松下 乾次 ＣＯＣ事業担当特任教員 市田 秀樹 

 



	6．大学COC事業	報道リスト

平成 29 年度 大学 COC 事業 報道リスト

・新聞各社 ･ テレビ局各社 報道リスト
・新聞記事抜粋



No. 見出し 内　容（本報告書掲載記事） 新聞名 掲載日付

1 ＮＢＵビデオ通信「ゆふいん温泉まつり　献湯祭」

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年5月2日 火曜日

2
ＮＢＵビデオ 通信｢醸造の町臼杵四社合同蔵開き2017」地
酒に愛情、町に誇り

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年6月6日 火曜日

3 日本文理大で「ふれあい市長室」

「ふれあい市長室」において、佐藤大分市長と学
生の間で意見交換を行う。
（p.30 『地域にいきるものづくり』を目指したプロジェク
ト科目の実践、p.73 中判田駅を中心としたまちづくりプロ
ジェクト）

大分合同新聞 2017年6月8日 木曜日

4
ＮＢＵビデオ通信　「第2回番匠川鮎友釣り大会｣漁法に驚
きと刺激受ける

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年7月13日 木曜日

5 ＮＢＵビデオ通信「竜門の滝・滝開き」映像に工夫を凝らす

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年7月27日 木曜日

6
ＮＢＵビデオ通信「親子ふれあい消防パーク」非常時の心構
え学ぶ

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年8月10日 木曜日

7
ＮＢＵビデオ通信「七夕ブロードウェイ｣幻想的なクライ
マックス

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年8月22日 火曜日

8 ＮＢＵビデオ通信｢賀来の市」見せ場の妙技に拍手

地域の課題や取り組みを、学生目線での動画
ニュースとして配信。
（p.53 動画ニュース制作「地域の芽、学生の目 ＮＢＵビデ
オ通信」）

大分合同新聞（夕刊） 2017年9月14日 木曜日

9 豊後大野に来てね 日本文理大生 列車で自作絵はがきを配布
豊後大野の魅力をポストカードにまとめてＪＲ列
車内で配布。
（p.40 あそぼーい！ポストカードプロジェクト）

大分合同新聞 2017年10月5日 木曜日

10 豊後大野紹介ポストカード
豊後大野の魅力をポストカードにまとめてＪＲ列
車内で配布。
（p.40 あそぼーい！ポストカードプロジェクト）

読売新聞 2017年10月20日 金曜日

11
若者が作る企業ＰＲ動画　地元4社の特色に注目「採用され
る側」の視点で

地元企業のプロモーションビデオを学生アイデア
で制作。
（p.58 地方創生のための学生目線による地域企業リ
クルートビデオ制作プロジェクト）

大分合同新聞 2018年1月9日 火曜日

12
興味を引く仕掛け　人の流れ生み出す　日本文理大生が客の
回遊性高める実験

パークプレイス大分で客の回遊性を高める実験を
実施。
（p.43 「シカケ」から見えてくる地域課題　シカケ
プロジェクト）

大分合同新聞 2018年3月1日 木曜日

No. 見出し（本報告書掲載記事） 番組名 放送局 放送日

1 Kids Smile Project「 ウミネコの会との田植え」
（p.60 Kids Smile Project）

Ｊ：ＣＯＭ｢地元情報満載デイリーニュース」 ＯＣＴ 2017年6月8日 木曜日

2
関崎の自然林保全活動
（p.29 佐賀関半島における地域体験交流活動研修
                             『プロジェクト1』の取り組み）

Ｊ：ＣＯＭ｢地元情報満載デイリーニュース」 ＯＣＴ 2017年6月12日 月曜日

3 大学で開発中！水中ロボット　様々な場面で活躍に期待
（p.76 防災用小型無人水中観測システムの研究開発）

TOS「ゆ～わくワイド＆ニュース」 TOS 2017年6月27日 火曜日

平成29年度【大学COC事業】放送リスト

平成29年度【大学COC事業】新聞掲載記事リスト



大分合同新聞 2017 年 5 月 2 日 火曜日 （夕刊） 大分合同新聞 2017 年 6 月 6 日 火曜日 （夕刊）

大分合同新聞 2017 年 6 月 8 日 木曜日

 H29 新聞記事抜粋

91



大分合同新聞 2017 年 7 月 13 日 木曜日 （夕刊）

大分合同新聞 2017 年 7 月 27 日 木曜日 （夕刊）

大分合同新聞 2017 年 8 月 10 日 木曜日 （夕刊）

H29 新聞記事抜粋

92



大分合同新聞 2017 年 8 月 22 日 火曜日 （夕刊）

大分合同新聞 2017 年 9 月 14 日 木曜日 （夕刊）

大分合同新聞 2017 年 10 月 5 日 木曜日

H29 新聞記事抜粋

93



読売新聞 2017 年 10 月 20 日 金曜日

大分合同新聞 2018 年 1 月 9 日 火曜日

大分合同新聞 2018 年 3 月 1 日 木曜日

H29 新聞記事抜粋

94
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『豊かな心と専門的課題解決力を持つおおいた地域創生人材の育成』
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